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・ CEO（Chief Executive Officer；最高経営責任者） 
・ CFO（Chief Financial Officer；最高財務責任者） 
・ CIO（Chief Information Officer；最高情報統括責任者） 
・ CKO（Chief Knowledge Officer；最高知識責任者） 
・ CSO（Chief Security Officer；最高セキュリティ責任者） 
・ CTO（Chief Technology Officer；最高技術責任者） 
・ BSC（Balanced scorecard；バランス・スコアカード） 
・ BNC（Broadband Network Convergence；新世代ネットワーク） 
・ COSO（COSO Control Framework；内部統制のフレームワーク） 
・ CRM（Customer Relationship Management；顧客関係管理） 
・ DP（Data Processing：データ処理） 
・ DSL（Digital Subscriber Lines；デジタル加入者線） 
・ EA（Enterprise Architecture；エンタープライズ・アーキテクチャー） 
・ ERP（Enterprise Resource Planning；企業資源戦略） 
・ Federal CIO Council（連邦 CIO協議会） 
・ GSA（U.S. General Services Administration；連邦政府サービス調達庁） 
・ ITIL（Information Technology Infrastructure Library) 
・ IS（Information System；情報システム） 
・ ISPs（Internet Service Providers；インターネット・サービス・プロバイダー） 
・ J-SOX（金融商品取引法） 
・ NECTEC（National Electronics and Computer Technology Center；タイ政府国
 家電子コンピュータ技術センター） 
・ OMB（Office of Management and Budget；大統領府行政管理予算局） 
・ ROI（Return on Investment；投資利益率） 
・ SIS（Strategic Information System；戦略的情報システム） 












































CIO は，産業革命からの新しい時代の幕開けとなる IT 革命によって誕生した．したがっ
て，CIOには情報時代における国際競争力の強化や電子政府の推進など，多面的な領域で重
要なコア・コンピタンス（Core Competence；中核的能力）が求められている．CIOが誕生
した当初は，IT と経営を融合させることが CIO にとって主要な役割とされていたが，最近
ではビジネス戦略やコンプライアンスに至る幅広いスキルが要求されはじめている．また，
















米国では CIO の骨格ともなるコア・コンピタンスが 1997 年に公表され，これまで 1999
年，2004年，2006年と 3回改正されてきた．1996年 4月 4日に当時の米国大統領府行政
管理予算局のアリス・リブリン長官によって発布された米国 IT管理改革法（Clinger Cohen 
























































































































CIO に最も価値のあるイニシアチブについて調査した米国の ITAA （Information 










表 1 過去 3年間の CIOに最も価値のあるイニシアチブは何か 
Table 1 What is the most effective initiatives for CIOs over 3 years 


















4 セキュリティとプライバシー 戦略的計画，IT と組織ゴー
ル 
電子政府の推進 
5 コスト削減 コスト削減 プロジェクト・マネジメン
ト改革 



































ない．三つ目は，CIO の設置形態の日米比較である．組織における CIO は専任型，兼任型
のどちらが効果的か．あるいは，いずれかでなければならない要因はあるのか．「CIO の設

































CIO の育成と，ベースとなる CIO のコア・コンピタンスを構築することが急務である．そ













































1.5. CIO学としての日米 CIOコア・コンピタンスの比較分析 
 











































第 3 章「CIO のコア・コンピタンス」では，米国で CIO コア・コンピタンスが策定され
ることになった 1996年の米国 IT管理改革法（クリンガー・コーエン法）によって，CIOコ
ア・コンピタンスと学習目標制定に至る過程について調査した．その後，1999年，2004年，



























イで実施したコア・コンピタンス調査結果を比較し，日米 ASEAN における優先的な CIO
コア・コンピタンス比較を行った．米国版コア・コンピタンスの普遍性を追求する材料とし
ている． 











まず，「専任 CIO」については，業務の 3分の 2以上を CIO業務に充当させている者とし，
「兼任 CIO」は実質的に CIO業務を遂行している者とする．「コア・コンピタンス」と「学
習目標」は，米国の IT管理改革法によって定められている CIOに必要不可欠なスキルであ
る．1996 年に本法が施行されて以降，内容が 3 度改正された．序列は，コア・コンピタン
ス（大項目），学習目標（中項目），そして小項目と分類される．本論文では大項目となる「コ
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図 1 CIOの拡大する機能と役割 








（Chief Knowledge Officer；最高知識責任者），リスク・マネジメントや IPR，コンプ










ることが出来る．まず 1980年代初頭から 90年代初頭が第一次世代 CIO，次に 1990年
代中頃が第二次世代 CIO，そして 2000年代が第三次世代 CIOである．「情報システム
は 1980年代から 90年代初頭にかけてのクライアント，サーバコンピューティングとネ
ットワーク LANの構築，1990年代中頃のWWW（World Wide Web）の誕生とインタ
ーネットの爆発的な普及，そして 1990 年代後半のインターネット接続へのブロードバ
ンド・アクセスの拡大，急激な ISPs（Internet Service Providers；インターネット・
サービス・プロバイダー）や，DSL（Digital Subscriber Lines；デジタル加入者線）の
成長5過程を遂げてきている． 
















































































図 2 CIO誕生の目的 
Fig. 2 The goals of the birth of the CIOs 
出典；筆者作成 注１；エクセル 2006基本統計量を利用した． 
 








































































図 3 CIOの原則 
















る CIO のモデルは存在せず，どの組織でも CIO のイメージは存在しない，つまり，ど
の組織においてもその組織にあった CIO が存在する16」と結論づけている．2003 年に

































野村総合研究所が 2003 年と 2004 年に企業の IT マネジメントに関する実態調査21を
行った結果，多様化，高度化する IT活用目的を達成するためには，CIOを中核として，
経営者や事業責任者がそれぞれの立場から IT に積極的に関与する必要があり，CIO は
単なる ITの管理者でなく，経営と IT，ビジネスと ITをつなぐ役割が期待されるとして
 22
いる． 














米連邦政府各省庁が CIO ポストに最適な人材を求めたが，2000 年代になると，外部か
らの政治任用が急激に増加し，民間から CIOを登用する官民人事交流のケースが増加し
た．米国 CIOは単に情報システムの専門家だけでなく，コミュニケーション能力，組織

























年表の一部には，日本における CIO の歴史事情も付記している．これは後述する第 5
章～第 7章における日米の時代関係を明確にするための資料としている． 
 24
表 2 CIOの歴史年表 
Table 2 The history of CIOs 
 
年代 1960－1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 
社会変化 コンピュー タ時代 情報社会（後半） インター ネット時代 
（米）ニュー ・エコノミー  
ブロー ドバンド時代 
（日）モバイル時代 
世代 （日米）誕生 第一次～90年代初頭 第二次～90年代中頃 第三次 
役割 DP管理職 情報技術の専門家 経営 ビジネス・戦略 

















































































ある．表 3は 1970年代末から 1980年代初頭に情報化を導入した代表的な日本企業につ
いてまとめている． 
 
表 3 1970年代末から 1980年代初頭に情報化を促進した代表的な日本企業 
Table 3 The Leading companies which promoted informatization from the end of 1970 
to the beginning of 1980 
企業名 導入時期 内容（CIOに匹敵する代表的な人物） 
花王石鹸 1970年代末 カオー・エコシステム（丸田芳郎社長や渡辺正太郎専務など）
三井物産 1970年代末 ORION（ペーパーレス・オフィス） 
丸紅 1970年代 SIS（戦略的情報システム） 
ﾒﾘｰﾁｮｺﾚｰﾄ･ｶﾑﾊﾟﾆｰ 1971年 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀの導入，販売・生産・在庫管理などｼｽﾃﾑの社内開発 




































戦後の外圧に基づく改革と異なり，Japan as number oneからの自己改革で且つ危機意
識の原因とその克服のシナリオが生まれてこなかった点，第二に，工業化とモノづくり










































































2.4. 第 2章のまとめ 
 















• “日米 CIO コア・コンピタンスの質的変化に関する考察－コア・コンピタンスの付加





• “防災での IT 活用と CIO の役割－横須賀市アンケート調査検証－”：岩崎尚子，小尾
敏夫「GITS／GITI紀要 2004－2005」（p.172-196） 
• “行政 CIOの現状と未来（3）”：小尾敏夫，岩崎尚子（社）行政情報システム研究所 2006
年 1月 
• “「防災 CIO」システムの確立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子「GITS／GITI 紀
要 2005－2006」（p.219-225）2006年 7月 31日発行 
• 小尾敏夫監修（2005）「CIO－IT経営戦略の最高情報統括責任者」電気通信協会，2005
年 7月，筆者執筆「CIOの役割」 
• “A new Role for CIO in the Knowledge Society”：Naoko IWASAKI, Toshio OBI 
(2005), “Knowledge Management, Proceeding of Knowledge Management 2005, 4th  
International Conference for IT and Higher Education” Sept.28-30, 2005, Siam 
University, Bangkok, Thailand 
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4松尾正浩「CIOは内部統制実現の要諦」三菱総研倶楽部 Vol3_no.5_ 2006年 6月 p.27 



















20『ワセダ CIOフォーラム』におけるビジネス CIOセッションで JR東日本情報システ
ム CIOの結城淳一氏による発言内容，早稲田大学 2005年 6月 14日，他 
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30「情報システムリーダー」ソフトバンク・クリエイティブ p.259 





32伊丹敬之（2006）「日米企業の利益率格差」有斐閣，2006年 11月 10日初版第 1刷発
行 p.152 
33長谷川啓之／谷口洋志／安藤潤 著「IT 革命時代の経済と政府」文眞堂発行，2002
年 9月 30日第 1版第 1刷発行 
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3.1. 米国 IT管理改革法（クリンガー・コーエン法） 
 
米連邦政府における CIOの設置が義務付けられたのは，「IT管理改革法」の制定に基











































ている．現在は，連邦政府 IT予算が 651億ドル（約 7兆円）に膨張し，ITケイパビリ
ティの向上と IT投資管理（ITIM）の徹底で，目標達成支援と業務最適化の推進に力点
を置く． 









本法は，行政効果の改善のための米国政府内の IT 調達など，IT マネジメント改革を
目指している．そして本法に基づき，CIO 評議会が連邦 IT ワークフォースの能力評価
調査（Competency Assessment Survey）を実施し，第 1回調査は 2003年 9月に実施
され，2004年 5月に発表された．第 2回調査は，2004年 12月に発表されている．2005




















スは IT管理改革法に明言された 2年に 1度の改定に合わせて，1999年4，2004年5，2006
年に改正された．最新版の CIOコア・コンピタンスと学習目標は，13の連邦政府官庁，
国防情報経営大学と CIO大学連合体の代表者，産業アドバイザリー・グループの企業代
表者などによって改正され，2006 年 12 月 29 日に連邦 CIO 協議会（Federal Chief 
Information Officers Council）によって発表された．国際 CIO 学会（International 
Academy of CIO）連合会の米国代表校であり，早稲田大学とも連携協力（MOU）を締
結している CIO大学のジョージ・メースン大学（George Mason University）の J.Pオ
ーフレット教授は改正メンバーの一人である．同教授に 2006 年 6 月にインタビューを
した際には，「内容の見直しを行っているところで，（同年の）初秋には改訂版が発表さ
れるだろう」と述べていた．当初の予定より 3ヶ月程遅れ，同年 12月 29日に改正版が
連邦 CIO協議会から発表された． 
CIOのコア・コンピタンス数や学習目標数の量的な変化は表 4の通りである．例えば，
1999 年版のコア・コンピタンスは大項目が 12 項目，中項目が 56 項目，小項目は 370
項目，2004年版では大項目が 12項目，中項目が 75項目，小項目が 564項目，2006年
版は大項目が 12項目，中項目が 83項目，小項目が計 553項目となっている． 
 
表 4 CIOコア・コンピタンス／学習目標数の経年比較 
Table 4 The historical comparison of the number of CIO core competencies and 
Learning Objectives 
（単位；項目） 
 1999年 2004年 2006年 
大項目（コア・コンピタンス） 12 12 12 
中項目（学習目標） 56 75 83 




項目で落ち着いている．図 4 は，「CIO コア・コンピタンス数／学習目標数」の中で，
１～12の各コア・コンピタンスに含まれる小項目数をチャート式で経年比較した．例え






























































図 4 CIOコア・コンピタンス項目数の時系列比較（1999年，2004年，2006年） 
Fig. 4 The historical trends of the number of Core Competencies for CIOs 
出典：筆者作成，“Measuring Effective Core Competence for Business CIOs in the United 
States”：Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal；「I-WAYS」Ohmsha / IOS press， ISSN 













































図 5 CIOコア・コンピタンスの質・量・範囲 



































表 5 米政府が定めた連邦 CIO資格証明に必要な知識・能力条件 
Table 5 Clinger-Cohen Core Competencies and Learning Objectives (1999, 2004, 2006) 
1999年版 2004年版 2006年版 
1.  政策と組織 1.  政策と組織 1.  政策と組織 
1-1  任務・組織・機能・政策・
手順 (情報部門のトップと経










































































































2-5  人事・業績管理方法 2-5  人事・業績管理方法 2-5  人事・業績管理方法 






 2-7  優秀な IT 要員の確保・
維持方法 
2-7   
2-6  優秀な IT 要員の確保・
維持方法 



















































4.  情報資源戦略・計画 4.  情報資源戦略・計画 4.  情報資源戦略・計画 














  4-1 IRMの基本的な評価分析
 
 
4-2  組織間における IT機能
分析（部門横断システムの構
築手法など） 
4-2  組織間における IT機能
分析（部門横断システムの構
築手法など） 
4-2  組織間における IT機能
分析（部門横断システムの構
築手法など） 
4-3  IT 計画の方法論（優先
順位付け，ギャップ分析など） 
4-3  IT 計画の方法論（優先
順位付け，ギャップ分析など）

























5-1  IT の業務的価値の評価
法（IT戦略計画とビジョン，
政府業績成果法） 
5-1  IT の業務的価値と顧客
満足度の評価法（IT戦略計画
とビジョン，政府業績成果法）















5-3  IT における成功度の成
果法（バランス・スコアカー
ド・ベンチマーキングなど） 
5-3  IT における成功度の成
果法（バランス・スコアカー
ド・ベンチマーキングなど）
















5-6  成果評価の実例と基準 5-6  成果評価の実例と基準 5-6  システム成果評価の実
例と基準 
5-7  IT レビュー・監査プロ
セスの管理 
5-7  IT レビュー・監査プロ
セスの管理 



























































 6-8  ソフトウェア開発 6-8  ソフトウェア開発とテ
スト，実装（オブジェクト指
向，スパイラル開発など） 




















7-4  各種 IT 投資（あるいは
非 IT投資）を選別するための
評価法 
7-4  各種 IT 投資（あるいは
非 IT投資）を選別するための
評価法 
















7-6  ビジネス・ケース分析 7-6  ビジネス・ケース分析 7-6   
























8.  調達 8.  調達 8.  調達 























8-3   
8-2 伝統的，あるいは最新の
調達のモデル・方法論 
8-4  決定後の IT 契約管理
（ベンチマーキング，出来高
制など） 
8-4  決定後の IT 契約管理
（ベンチマーキング，出来高
制など） 
8-4   
8-3  決定後の IT 契約管理
（ベンチマーキング，出来高
制など） 
8-5  IT 調達のベストプラク
ティス 
8-5  IT 調達のベストプラク
ティス 
8-5   
8-4  IT 調達のベストプラク
ティス 
  8-5  ソフトウェアの調達マ
ネジメント 
 9.  電子政府と電子商取引 9.  電子政府と電子商取引 
























































 10-2  情報システムの脅威と
脆弱性 
10-2   
10-4  情報システムの脅威と
ぜい弱性 
  10-2  情報セキュリティと法
規制，政策，手順 























  10-6 情報保護のリスク・マ
ネジメント 
  10-7 企業の情報セキュリテ
ィプログラムのマネジメント
  10-8  法令状必要な情報セキ
ュリティとコンプライアンス
の報告 
  10-9  重大な基幹インフラ保
護と災害復興計画 
 11. EA 11. EA 
 11-1  EA の機能とガバナン
ス 





11-2  コアとなる EA の概念
（連邦政府の EA フレームワ
ークなど） 





11-3  EAの発展と維持 11-3  EA の理解と発展と維
持 
 11-4  IT 投資の意思決定に
おける EAの利用 
11-4  IT 投資の意思決定に
おける EAの利用 
 11-5  EA モデルの理解や解
釈 
11-5  EA モデルの理解や解
釈 
 11-6  データ管理（データ標
準化，データ品質の向上など）
11-6   
11-5  データ管理（データ標
準化，品質の向上など） 
 11-7  EAのための評価手法 11-7   
11-6  EAのための評価手法 







12-1   
12-8  最先端技術 































9.6  ソフトウェア開発 9.6  ソフトウェア開発 12-3  コンピュータシステム
の基本（ハードウェアの必要
能力の予測や拡張の判断等）
9.7  データマネジメント 9.7  データマネジメント 12-4  ユーザーの状況把握 




  12-5  アクセシビリティやユ
ーザビリティの基本原則 
  12-5  データマネジメント技
術（データマイニングなど）























































米国では早くから CIOが普及した．米国の CIOは企業で始まり，その後行政 CIOの
ための法案が策定された．米連邦政府には，前述の通り 1996年の IT管理改革法に基づ
いて設置されている（日本政府は 2002年より設置された）．元は官民別々に誕生したが，
































CIO大学の教育方針や運営方法は，連邦 CIO協議会（Federal CIO Council）によっ
て評価されている．連邦政府サービス調達庁（GSA；U.S. General Services 
Administration）と米国行政予算管理局（OMB；Office of Management and Budget）































C.ウェスト氏が UMUC のプログラムを受講し，その後 FEMA（Federal Emergency 
Management Agency；米国合衆国連邦緊急事態管理庁）の CIOに就任したケースであ










3.5. 日本におけるコア・コンピタンスと CIO人材育成 
 
































表 6 日米 CIOコア・コンピタンス対比表 







コア・コンピタンス 1.0政府・自治体 1.7“予算策定と執行”を例に挙げてみる． 
1.0（大項目＝コア・コンピタンス）「政策・組織」 
 1.7（中項目＝学習目標）“予算策定と執行” 
  （小項目） ①予算制度 
    ②予算策定プロセス 
    ③予算案評価 


















































・ システムアドミニストレーター基礎研修（4ヶ月及び 15日間） 
・ 情報関連法令研修（7日間） 










































































• “日米 CIO コア・コンピタンスの質的変化に関する考察－コア・コンピタンスの付加
価値向上の分析－”：岩崎尚子，小尾敏夫「国際 CIO学会ジャーナル」2007年 第 1号
（p.13-23）国際 CIO学会 
• “Development of e-Government and CIO toward Ubiquitous Society in Japan in 
Comparison with USA”：Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal of Comparative 
Studies in e-Government Policy，2006 Annual Conference of Taiwan Academy for 
Information Society（p.1－19） 
• “Measuring Effective Core Competence for Business CIOs in the United States”：
Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal；「 I-WAYS」Ohmsha / IOS press，  ISSN 
1084-4678， Volume 30，2007 First quarter 
• “CIO に必要な 83 の能力－米国でコア・コンピタンス改定，災害や法規制対応重視
－”：小尾敏夫，岩崎尚子「日経情報ストラテジー」2007年 5月号（No． 181）（p.88-91） 
• “第 1回「CIO学の構築」”：小尾敏夫，岩崎尚子「行政＆ADP（行政 CIOの現状と未
来）」，ISSN1346-1540，(p.52-55）（社）行政情報システム研究所 
• “IT 新改革戦略の始動と IT 人材育成”：小尾敏夫，岩崎尚子「行政＆ADP（特集 IT
人材の育成・確保）」，ISSN 1346-1540，（p.4-7） （社）行政情報システム研究所 
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11Gregory S. Smith（2006） “Straight to the Top Becoming a world class CIO”， John 










表 7 フローチャート 














































ステム形式1が発展し，業務の合理化から効率化，戦略化へと大きく変貌（第 2 章 CIO
の歴史年表参照）を遂げる中で，CIO は IT 革命が開花した当時には想像もつかないよ
うな時代と技術の変化に適応していることは想像に難くない． 

















































































表した日本版コア・コンピタンス 1項目，学習目標 20項目を追加し，さらに筆者が CIO

































ート」をジョージ・メースン大学大学院 CIO コースの協力の下で，2006 年 3 月 18 日
に実施した．有効回答数は 80である．ベンチマークは，2004年版のコア・コンピタン
ス 12 項目，学習目標 75 項目に，日本政府（経済産業省3）が発表したコア・コンピタ
ンス 1 項目，学習目標 20 項目，さらに筆者が CIO に必須と考えられる学習目標 10 項



















ト」は，第 1回から第 2回目までの調査を受け，2006年 9月 25日に米国ジョージ・メ
ースン大学で実施した．対象者は，ジョージ・メースン大学大学院 CIOコース受講生並
























しかしながら，本結果に偏りが見られたため，対象者を CIO ならびに CIO 関係者に
限定し，再調査として，第 5回「日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関する








ミナーに登壇した，あるいは直接インタビューを行った CIO，並びに CIO に準ずる者
に，CIO の役割，特徴，新潮流，社会環境の変化が CIO に及ぼす影響などについて質
問した．主な国際会議，セミナーは次の通りである；CIO 国際会議（2003 年 10 月 26
－28日），グローバル e-ガバナンス国際会議（2006年 6月 26－29日），第 1回 CIO経
営セミナー（2004年 2月 16日），第 2回 CIO経営セミナー（2004年 7月 13日），第 3
回 CIO経営セミナー（2005年 6月 14日），CIOフォーラム（2006年 1月 19日），国
際 CIO学会（2007年 3月 23日）． 






















































本研究の被験者は民間と行政の CIO のみならず CIO 予備軍や IT スタッフ，さらに




































このように，本研究は，IT 革命や SOX 法の施行などによって変化を受けた CIO と
CIOコア・コンピタンスの相関関係を明示し，既存のコア・コンピタンスの評価と普遍
性の追求を初めて行った国際比較研究分析である． 




年 9月に米国 CIO大学のジョージ・メースン大学での国際 CIO学会で発表され，その






                                                  
1 坂田淳一，鈴木勝博，細矢淳“あたらしい IT投資評価フレームワーク策定に向けたマ
ルチメソッド・アプローチにもとづく研究”国際 CIO学会ジャーナル 2007，P.37 
2 筆者が研究している「防災 CIO」の設置効果については，“「防災 CIO」システムの確
立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子「GITS／GITI 紀要 2005－2006」（p.219-225）










第５章 検証による米国型 CIOコア・コンピタンスの特徴 
 
 
5.1. 米国における優先的 CIOコア・コンピタンス 
 
本節では，米国 CIOの優先的コア・コンピタンス／学習目標を検証するために，2006
年 3 月 18 日に米国 CIO 大学のひとつであるジョージ・メースン大学大学院（George 
















図 6 被験者の役職について 




























図 7 業種について 
Fig. 7 A line of category of business  出典；筆者作成 
業種に関しては，航空宇宙／防御請負業者が 18％，政府／連邦機関（軍事関係含む）
15％，金融／銀行／会計 9％，コンピュータ製造／周辺機器／システムネットワークイ
ンテグレーターが 5％，コンサルティングが 5%，教育，電気通信／電力／ガスが 4％，
インターネット・サービス・プロバイダー，ヘルスケア／製薬／医療サービス，政府（州







図 8 IT投資予算などの決定権限の有無について 

























図 9 雇用者数について  











図 10 CIOのレポートラインについて 
Fig. 10 Report line of CIOs 
出典；筆者作成 
レポートライン（誰に報告するか）について調査した結果，CIOが 14％，CEO，COO




























図 11 企業規模について 
Fig. 11 The size of enterprise 
出典；筆者作成 
 
 企業規模については，50億円以下が 18％，1,000－4,999億円が 14％，5,000－9,999











図 12 IT投資額について 








コア・コンピタンス 13 項目，学習目標 105 項目を利用し（具体的な調査項目は巻末資
料を参照），各項目を 4段階評価で優先順位を検証した（4段階調査の有効性については
第 5 章“＊平均値並びに標本標準偏差のデータの有効性について”に記載している）．
調査を実施した時期が 2006年版発表前の 2006年 3月（2006年版は 06年 12月に発表）











































図 13 優先順位の高いコア・コンピタンス 









表 8 優先的コア・コンピタンス 13項目 
Table 8 The top priorities of CIO Core competencies 
優先順位 コア・コンピタンス 平均値 
1 情報資源戦略・計画 3.372 
2 政策と組織 3.064 
3 情報セキュリティと情報保護 3.031 
4 プロセス･変革の管理 3.029 
5 プロジェクト・マネジメント 3.026 
6 業務評価モデル・手法 2.990 
7 リーダーシップと管理能力 2.973 
8 技術とユーザー 2.905 
9 予測 2.863 
10 EA 2.853 
11 電子政府と電子商取引 2.821 
11 調達 2.821 
13 資本計画と投資評価 2.754 


















い．米国 CIO コア・コンピタンスには 75 項目の学習目標が設定されている．それに，
経済産業省が発表している日本版の学習目標 20項目，そして独自に筆者が学習目標 10
項目を追加して，合計 105 の学習目標の優先付けを行った（対面調査）．学習目標の優










 1；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るうえでまったく必要なスキルではない， 
 2；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るうえでそのスキルの重要性は低い， 
 3；組織において CIOが ITマネジメントの効果，膨大な IT投資のコスト削減，業
務改革，全体最適化を図るうえでそのスキルの重要性は大きい， 














表 9 CIOに必要とされる学習目標優先順位（米国） 




1 ＊IT予算管理 3.59 0.81 




3 ＊情報システムマネジメント 3.45 0.98 
3 ＊情報技術のマネジメント 3.45 0.81 
6 情報システムの脅威と脆弱性 3.41 0.99 
6 IT計画の方法論 3.41 0.82 





10 EAの機能とガバナンス 3.36 0.93 
11 IT投資の意思決定における EAの利用 3.35 0.92 







15 ＊予算策定と執行 3.33 1.04 
15 優秀な IT要員の確保・維持方法 3.33 1.02 
17 ＊情報セキュリティの実行計画 3.31 0.96 
17 IT計画実施における現有 IT資源の能力評価分析 3.31 0.89 
17 ナレッジ・マネジメントの理論と実績 3.31 0.84 
20 コアとなる EAの概念 3.30 0.92 
20 ITにおける成功度の評価法 3.30 0.86 
22 プロジェクトのリスク管理 3.28 0.93 
23 情報システムへの侵入や誤用に対応する標準手順 3.26 0.98 
24 各種 IT投資を選別するための評価方法 3.25 0.95 









26 組織間における IT機能分析 3.24 0.93 
29 費用対効果・経済性・リスク分析 3.23 1.04 
29 任務目標遂行と予算策定の整合性 3.23 0.97 
31 セキュリティ強化手法 3.21 0.96 
31 経営者とエンドユーザーに関する法的・政治的課題 3.21 0.9 
33 EAの発展と維持 3.20 0.95 
33 プロセス管理・統制の手法・モデル 3.20 0.88 
35 ベストプラクティスの収集と活用 3.19 1.01 
35 セキュリティの基本原則とベストプラクティス 3.19 0.98 
35 ITレビュー・監査プロセスの管理 3.19 0.94 
38 IT管理体制の構築と技術専門職員の育成方法 3.18 1.04 
38 データ管理 3.18 0.88 
40 コミュニケーション方法の業界標準と実践 3.16 0.88 
41 プロジェクトの時間・費用・成果の管理 3.15 1.01 
41 新システムのモニタリング・評価法 3.15 0.94 
43 モニタリング・評価の手法 3.14 1.00 
43 組織発展・変革の手法・モデル 3.14 0.98 







47 ＊コミュニケーション 3.10 1.11 
47 プロジェクト範囲・要件の管理 3.10 1.05 
47 ＊技術トレンドの予測 3.10 0.99 
51 統合的なプロジェクト管理 3.09 0.97 
51 BPRのモデル・手法 3.09 0.9 
53 協力関係やチームの構築能力 3.06 0.93 
53 プロジェクトの品質管理 3.06 0.9 
55 IT調達のベストプラクティス 3.05 0.93 
56 システムのサイクルマネジメント 3.04 1.05 
56 リスク管理のモデル・方法 3.04 1.04 
56 投資レビューのプロセス 3.04 1.02 
56 投資分析のモデル・方法 3.04 0.97 









63 人事・業績管理方法 2.99 1.0 
64 ＊サービス・レベル・アグリーメント 2.98 1.11 
64 有効な業績測定法の定義・選択法 2.98 0.94 
66 ＊ベストプラクティスの収集と活用 2.94 1.08 
66 ＊プロジェクト・マネジメントの概要把握 2.94 0.92 
68 政府機関相互にわたるプログラム，政策，プロセス 2.93 1.1 
68 プロジェクトの調達管理 2.93 1.04 
68 ＊システム監査 2.93 0.96 
71 ＊ソフトウェア経営 2.91 0.97 
72 品質改善のモデル・手法 2.90 0.92 
72 実績評価を含む IT契約管理モデル・方法 2.90 0.91 
74 ソフトウェア開発 2.88 1.1 
74 ウェブサイト構築戦略 2.88 0.99 
76 業績評価の実例と基準 2.84 0.95 
77 IT業務的価値と顧客満足度の評価法 2.83 1.18 
77 合理的かつ統一的な調達方法論 2.83 0.98 
79 ＊＊IT投資評価分析 2.80 1.52 
79 ＊官民の役割分担の明確化 2.80 1.11 
81 ＊供給計画と評価 2.75 1.06 
81 ＊アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 2.75 1.06 
83 代替機能の選別方法論 2.74 0.92 
84 顧客・市民向け情報提供サービス 2.70 0.99 
85 パソコン・ツールを習熟するための学習計画 2.69 1.07 
86 ユーザー調査の作成・管理・分析方法 2.68 1.08 
87 ＊社会変化の予測 2.66 1.05 
87 モデリング・シュミレーション用のツール・手法 2.66 0.98 




90 ＊政府・自治体の仕組み 2.65 1.06 
92 ＊＊情報公開 2.64 1.41 





92 サプライチェーンの問題 2.64 0.9 
95 社会的課題(個人情報保護・デジタル・デバイドなど) 2.63 0.99 
96 ＊社会環境の把握 2.55 0.94 
97 ＊＊SOX法に基づく組織内コンプライアンス調整 2.53 1.58 
98 ＊＊同業他社との情報化成果のベンチマーク評価 2.49 1.38 
99 機動的価格設定（無料と有料の線引きの仕方など） 2.41 1.04 
100 ＊＊組織内外における幅広い人脈の構築 2.30 1.68 







104 ＊＊撤退ルールの策定 2.09 1.35 
105 ＊＊説明責任並びに組織への周知徹底 1.56 1.81 
出典；筆者作成 
資料；2004年版の米国版 CIOコア・コンピタンスの学習目標の全 75項目に，日本政府（経済産業省）






105 項目中第 2 位の“プライバシーとセキュリティ”（平均値 3.5），第 6 位の“情報シ
ステムの脅威と脆弱性”（平均値 3.41），第 8 位の“危機管理計画”（データのバックア
ップ，災害復旧プランなどの緊急プラン）（平均値 3.39）である． 
近年，米連邦政府も情報セキュリティ予算を 2004年度の約 42億ドルから 2007年度
は 52億ドルにあげている．また，米連邦政府は，2005年 4月 15日に「セキュリティ」，
「EA」，「IT マネジメント」を重要課題として OMB Memoranda に明記している．そ














































図 14 CIOにとっての「技術」スキルの重要性 




























































表 10 検証結果に基づく CIOコア・コンピタンス／学習目標の機能性 
Table 10 The functionality of CIO core competencies and learning Objectives based on 
the questionnaires 
 平均値（高） 平均値（低） 
標本標準偏差
（低） 
























表 11 被験者の意見が分かれる学習目標 






80 ＊官民の役割分担の明確化 2.80 1.11 
81 ＊供給計画と評価 2.75 1.06 
82 ＊アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 2.75 1.06 
83 代替機能の選別方法論 2.74 0.92 
84 顧客・市民向け情報提供サービス 2.7 0.99 
88 モデリング・シュミレーション用のツール・手法 2.66 0.98 
86 ユーザー調査の作成・管理・分析方法 2.68 1.08 
90 連邦政府・州・地方の横断プロジェクト連携 2.65 1.07 
92 ＊＊情報公開 2.64 1.41 
93 ＊ユーザーの状況の把握 2.64 1.03 
94 サプライ・チェーンの問題 2.64 0.9 
95 社会的課題 2.63 0.99 
96 ＊社会環境の把握 2.55 0.94 
97 ＊＊SOX法に基づく組織内コンプライアンス調整 2.53 1.58 
98 ＊＊同業他社との情報化成果のベンチマーク評価 2.49 1.38 
100 ＊＊組織内外における幅広い人脈の構築 2.3 1.68 
101 ＊＊IT投資における PDCAサイクルの実施 2.28 1.41 
102 ＊＊ユーザー部門に IT投資対効果の定期的な報告評価義務 2.16 1.33 
103 ＊＊組織内部門間での情報化成果のベンチマーク評価 2.13 1.6 
104 ＊＊撤退ルールの策定 2.09 1.35 
























































平均値 標本標準偏差  
図 15 機能性に問題がある学習目標（1） 
Fig. 15 Ineffective Learning Objective 1 
 
図 15 によると，コア・コンピタンス「１．政策と組織」の学習目標“組織内外にお






































図 16 機能性に問題がある学習目標（2） 
Fig. 16 Ineffective Learning Objective 2 
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図 16 も同様に機能性の問題がある学習目標の 2 つ目の事例である．コア・コンピタ
ンス「2.リーダーシップと管理能力」における学習目標“説明責任並びに組織への周知

























































図 17 機能性に問題がある学習目標（3） 
Fig. 17 Ineffective Learning Objective 3 



































組織における CIO の位置づけが向上している．特に，企業 CIO の特徴は，社長に次
ぐ組織のナンバー2 と位置づけられる．そして，組織全体のコンダクター的な役割を果
たす CIOの社会的認知は，近年徐々に高まっている．それは，従来のように情報システ
























図 18 兼務が可能な役職 






































表 12 役職と学習目標との関係 
Table 12 Relation between the positions and Learning Objectives 
上位 5項目  下位 5項目  
連邦政府の意思決定・政策立案プロ
セス，予算編成・執行プロセス 
0.2894 情報システムの脅威と脆弱性 －0.0668 
連邦政府・州・地方をつなぐ横断プ
ロジェクトにおける連携 
0.2850 プライバシーとセキュリティ －0.0378 








ソフトウェア経営 0.2255 情報配信技術 －0.0225 










5.5. 民間 CIOと行政 CIOのコア・コンピタンスの共通項 
 













図 19 米国官民 CIOの役割の普遍性6 
Fig. 19 Universality of the role of U.S. CIO 
出典：筆者作成 
 













表 13 官民人事交流との相関関係（独立性の検定） 
Table 13 Correlation with Intergovernmental Personnel exchange 
官民人事交流との 
相関関係 
役職 業種 権限 報告 雇用者数 企業規模 IT投資額
X2乗値 34.179 53.444 35.552 39.12 46.334 33.373 14.841 
自由度 12 52 8 20 32 40 12 
P値 0.4185 0.0006 0.0000 0.0064 0.049 0.761 0.25 




注 2；独立性の検定は，エクセル統計 2006を使用した．数式は巻末資料に掲載している． 
 










また，米国の CIO 大学では官民 CIO に共通のカリキュラムで人材育成が行われてい
る．つまり，米国における CIO コア・コンピタンスは，官民 CIO に対する評価が可能




















図 20 官民 CIOの融合は e-ガバナンスの向上に寄与するか7 
Fig.20 Does integration of CIOs in public and private sectors contribute to the 















米国での CIO の役割変化の要因のひとつは，SOX 法の施行である．ジョージ・メー














図 21 CIOの役割は SOX法の影響を受けているか 










いる企業 CIO の SOX 法対策のコメントを利用し，CIO などが言及する SOX 法対策に
とっての CIOの役割をキーワードで抽出した．そして表 14の左列の CIOコア・コンピ
タンス 13項目に対して，SOX法対応に必要となる CIOの役割を右列に記載している． 
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表 14 SOX法に必要となる CIOの役割 
Table 14 Roles of CIO that are necessary to SOX Act 
CIOコア・コンピタンス SOX法対応に必要となる CIOの役割 






























 情報の流通，管理，監視の ITシステムの利用 
 情報システム部門，経営企画部門，経理・財務部門の経験 
プロセスと変革の管理  システム開発コスト削減のための ECMシステム導入 

























資本計画と投資評価  コーポレート・ガバナンス 
 内部統制を意識した ITインフラやアプリケーションの整備 




 自社の ITマネジメント成熟度の客観的評価 
























 TRM（Total Risk Management）の強化 
 情報セキュリティ管理体制の確立と強化 
 標準 RCM（Risk Control Matrix）の導入  
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CIOコア・コンピタンス SOX法対応に必要となる CIOの役割 
情報セキュリティ 
（続き） 




















 先行事例研究 効率化 
資料：米国 IDGに掲載されている企業 CIOの発言内容から，SOX法と関連性のある CIOの役割をキ
ーワードで抽出した．参考にした IDGのWebサイトは巻末に掲載している． 
 








（AICPA）が 1985 年に設置した「不正な財務報告全米委員会（The National 
Commission on Fraudulent Financial Reporting）」（通称この組織はトレッドウェイ委
員会と呼ばれている9）が，1987 年に同委員会報告書を公表し，その際に実質の具体的
な活動を開始したものが，COSO（the Committee of Sponsoring Organization of the 
Treadway Commission，トレッドウェイ委員会組織小委員会）で，策定されたものであ
る．COSO報告書には，内部統制の要素として「統制環境」，「リスク評価」，「統制活動」，
「情報と伝達」，「モニタリング」を掲げている．IT 内部統制の一翼を担う CIO は，こ
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表 15 COSOフレームワークと CIOコア・コンピタンスの互換性 
Table 15 Exchangeability between COSO Framework and CIO Core Competencies 
CIOコア・コンピタンス（注＊） 
COSOフレームワーク 











   △ △ △    ○    
統制活動：事業目的や方針を遵守するための
活動／達成を脅かすリスク対処の活動実施 










































のためのガイダンスが不足し，COBIT（Control Objectives for Information and related 













位置づけは向上しており，CIO は CEO の役職と兼務できると認識されている．マネジ
メントや業務の効率化を目指す CIOが増加する一方で，技術工学あるいは技術経営とい
った，技術的な側面も回帰の傾向にあることが理解できる．これには，CIO本来の役割
である IT と経営の融合には，IT というツールをいかに使うか，という理解やスキルが
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• “日米 CIO コア・コンピタンスの質的変化に関する考察－コア・コンピタンスの付加価
値向上の分析－”：岩崎尚子，小尾敏夫「国際 CIO 学会ジャーナル」2007 年 第 1 号
（p.13-23）国際 CIO学会，2007年 2月 23日発行 
• “Development of e-Government and CIO toward Ubiquitous Society in Japan in 
Comparison with USA”：Naoko IWASAKI，Toshio OBI Journal of Comparative 
Studies in e-Government Policy，2006 Annual Conference of Taiwan Academy for 
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• “未来型電子自治体モデルの構築－首都圏自治体での 2 アンケート調査実施による理想
と現実の乖離に対する問題解決策－”：岩崎尚子，小尾敏夫，津崎直也「プロジェクト
研究創刊号」早稲田大学総合研究機構，2005年度（ p.13－27 ）2006年 3月発行 
• “「防災 CIO」システムの確立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子 
• “A new Role for CIO in the Knowledge Society” ：Naoko IWASAKI, Toshio OBI, 
Waseda University, Knowledge Management, Proceeding of Knowledge 
Management 2005, 4th International Conference for IT and Higher Education 
Sept.28-30, 2005, Siam University, Bangkok, Thailand  
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Feb 9，2006 
2＜CIO Magazine＞“コダックに見るコンテンジェンシー・プランニングのあり方”を






年 3月 10日，第 8刷発行，ちくま新書 P. 91 
 
6“官民 CIOの役割の普遍性について”（調査概要） 
基本統計 普遍的である 普遍的ではない 合計 
サンプル数 38人 9人 47人 
合計 38人 9人 47人 
％ 81％ 19％ 100％ 
  
7“官民 CIOの融合はガバナンスの向上に寄与するか”（調査概要） 
基本統計量 寄与する 寄与しない 無回答 合計 
サンプル数 18人 2人 1人 21人 
合計 18人 2人 1人 21人 
％ 85% 10% 5% 100% 
  
8ジョージ・メースン大学 CIOコース教授 J.P.オーフレット氏へのインタビュー，2007





第６章 検証による日本型 CIOコア・コンピタンスの特徴 
 
 
6.1. 日本における優先的 CIOコア・コンピタンスと学習目標 
 




表 16 日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート 
Table 16 Questionnaire on the Priority of CIO core competencies in Japan     
優先順位 学習目標優先順位 4段階評価 8段階評価 
1 情報資源戦略・計画 3.42  6.84 
2 情報セキュリティ（情報保護） 3.38  6.75 
3 リーダーシップと管理能力 3.23  6.47 
4 プロジェクト管理 3.23  6.47 
5 資本計画と投資評価 3.18  6.37 
6 予測 3.17  6.34 
7 プロセス・変革の管理 3.14  6.27 
8 政策と組織 3.13  6.25 
9 業績評価のモデル・手法 3.12  6.23 
10 EA 2.90  5.80 
11 電子政府と電子商取引 2.88  5.77 
12 技術 2.85  5.70 
13 調達 2.64  5.27 
出典：筆者作成 
 
日本では「情報資源戦略と計画」が 1 位（平均値 3.42）で，「情報セキュリティと情
報保護」が 2位（平均値 3.38），リーダーシップと管理能力（平均値 3.23）と続く．「情
報セキュリティや情報保護」に対する認識の高さが特徴的である．また，「電子政府と電
子商取引」，「技術」，「調達」に関してはあまり重要性を認識していない．電子政府の推
進は CIO の重要な役割のひとつであるが，日本では行政 CIO の役割が明確でないとこ
ろが検証結果に結びついている．次に学習目標の優先順位を見ていきたい．調査方法並
びに，調査項目はともに米国と同様である．105項目の学習目標を 4段階評価し，平均
値，並びに標本標準偏差値を測定した．結果は表 17 の通りである． 
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表 17 CIOに必要な学習目標優先順位 












3.75 7.50  
3 1-6  プライバシーとセキュリティ 3.63 7.25  
3 2-4  協力関係やチームの構築能力 3.63 7.25  




3.56 7.13  
5 
7-4  各種 IT投資（あるいは非 IT投資）を選別するための評価
法 
3.56 7.13  
8 
1-1  任務・組織・機能・政策・手順 (情報部門のトップと経営
幹部としての CIOの役割) 
3.5 7.00  
8 
4-1  IT計画実施における現有 IT資源（ハードウェアや要員の
能力など）の能力評価分析 
3.5 7.00  




3.5 7.00  
8 10-1  セキュリティの基本原則とベストプラクティス 3.5 7.00  
8 10-3  経営者とエンドユーザーに関する法的・政治的課題 3.5 7.00  
8 10-4  セキュリティ強化手法 3.5 7.00  
15 2-7  優秀な IT要員の確保・維持方法 3.44 6.88  




3.44 6.88  
15 6-3  プロジェクトの時間・費用・成果の管理 3.44 6.88  
15 6-5  プロジェクトのリスク管理 3.44 6.88  
15 6-7  システムのサイクルマネジメント 3.44 6.88  
15 7-3  リスク管理のモデル・方法 3.44 6.88  
15 7-5  投資分析のモデル・方法（正味現在価値法など） 3.44 6.88  
15 11-8  情報セキュリティの実行計画 3.44 6.88  
15 13-1  社会環境の把握 3.44 6.88  












3.38 6.75  
25 
4-2  組織間における IT 機能分析（部門横断システムの構築手
法など） 
3.38 6.75  
25 6-4  プロジェクトの品質管理 3.38 6.75  
25 6-11  プロジェクト・マネジメントの概要把握 3.38 6.75  
25 10-8  IT投資評価分析 3.38 6.75  
25 13-2  社会変化の予測 3.38 6.75  
32 6-2  統合的なプロジェクト管理（複数プロジェクトの管理） 3.31 6.63  
32 7-1  ベストプラクティス 3.31 6.63  
32 7-2  費用対効果・経済性・リスク分析 3.31 6.63  
32 7-7  任務目標遂行と予算策定の整合性 3.31 6.63  
32 7-12  IT投資における PDCAサイクルの実施 3.31 6.63  
32 
7-13  ユーザー部門に IT 投資対効果の定期的な報告並びに評
価の義務付け 
3.31 6.63  
32 10-2  情報システムの脅威とぜい弱性 3.31 6.63  
32 10-5  情報システムへの侵入や誤用に対応する標準手段 3.31 6.63  








3.25 6.50  
41 4-8  情報システムのマネジメント 3.25 6.50  
41 
5-1  IT の業務的価値と顧客満足度の評価法（IT 戦略計画とビ
ジョン，政府業績成果法） 




3.25 6.50  
41 5-4  ユーザー調査の作成・管理・分析方法 3.25 6.50  
41 9-3  コミュニケーション方法の業績標準と実践 3.25 6.50  
48 2-5  人事・業績管理方法 3.19 6.38  




























3.13 6.25  




3.13 6.25  
53 9-7  社会的課題（個人情報保護，デジタルディバイドなど） 3.13 6.25  
53 12-4  ユーザーの状況把握 3.13 6.25  
59 1-10  予算策定と執行 3.06 6.13  
59 2-6  ナレッジマネジメントの理論と実践 3.06 6.13  
59 3-6  ベストプラクティスの収集と活用 3.06 6.13  
59 5-5  有効な業績測定法の定義・選択法 3.06 6.13  
59 5-7  ITレビュー・監査プロセスの管理 3.06 6.13  
59 7-8  投資レビューのプロセス 3.06 6.13  
59 11-6  データ管理（データ標準化，データマイニングなど） 3.06 6.13  




3.00 6.00  








3.00 6.00  
67 5-8  サービス・レベル・アグリーメント 3.00 6.00  
67 6-9  システム監査 3.00 6.00  
67 7-6  ビジネスケース分析 3.00 6.00  
67 11-1  EAの機能とガバナンス 3.00 6.00  
75 7-11  同業他社との情報化成果についてのベンチマーク評価 2.94 5.88  




2.94 5.88  









78 12-1  最先端技術 2.88 5.75  
80 1-5  政府機関相互にわたるプログラム，政策，プロセス 2.81 5.63  
80 1-12  組織内外における幅広い人脈の構築 2.81 5.63  




2.81 5.63  
80 9-4  チャンネル（サプライチェーン）の問題 2.81 5.63  
80 9-6  顧客・市民向け情報提供サービス 2.81 5.63  
80 12-5  アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 2.81 5.63  




2.75 5.50  
88 6-8  ソフトウェア開発 2.75 5.50  
88 8-3  合理的かつ統一的な調達方法論 2.75 5.50  




2.69 5.38  




2.69 5.38  
92 11-3  EAの発展と維持 2.69 5.38  




2.63 5.25  
97 
8-4  実績評価を含む IT 契約管理モデル・方法（ベンチマーキ
ング，出来高制など） 
2.63 5.25  
97 8-5  IT調達のベストプラクティス 2.63 5.25  
97 11-5  EAモデルの理解や解釈 2.63 5.25  
101 1-8  政府・自治体の仕組み 2.56 5.13  
102 8-6  供給計画と評価 2.5 5.00  
102 12-3  パソコン・ツールを習熟するための学習計画 2.5 5.00  
104 9-5  機動的価格設定（無料と有料の線引きの仕方など） 2.25 4.50  
105 1-9  官民の役割分担の明確化 2.19 4.38  






ケーション能力”が 1位であることからも伺える（4段階平均値 3.81／8段階平均値 7.63）．
さらに，類似する“1-4 経営トップ，COO，CIO，CFO の間の相互連携（同 3.75／同




下位である．その他，“1-6 プライバシーとセキュリティ（同 3.63／同 7.25）”で 3 位，
“4-4 危機管理計画（データのバックアップ，災害復旧プランなどの緊急プラン）（同

























画して 2003年から開催してきた CIO国際会議（2003年 10月 26－28日），グローバル
e-ガバナンス国際会議（2006 年 6 月 26－29 日），CIO 経営セミナー（2004 年 2 月 16
日，7月 13日，2005年 6月 14日，2006年 1月 19日），国際 CIO学会（2007年 3月
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理由として，①米国版 CIO コア・コンピタンスを満たす人物か否か，②他の CIO や役
職者にないそれぞれのベストプラクティスや教訓があるか否か，③ビジネス戦略と IT
の効果的利活用に成功した，あるいは政策・プロジェクトを推進したの人物か否かであ
る．そして，いずれもインタビュー当時，CIO としてあるいは CIO 関係者，CIO をサ
ポートするスタッフとして高く評価され，企業や行政，その他機関を支えてきた人材を
対象とした．インタビュー総数は，延べ 79名，内訳は行政 CIO関係者 12名，企業 CIO
関係者 59 名，その他（病院／教育機関関係者他）8 名である1．インタビュー対象者の
中でやや企業 CIO 関係者に偏りがあるが，行政 CIO の役割は画一されており，あまり
目立った特色が出ない点，その他病院や教育機関関係者は，まだ CIOの導入が始まった










6.2.1. インタビュー結果に基づく行政 CIOの役割 
 






























































































































CIO の役割に対する認識や概念は異なる．日本における行政 CIO の導入や取り組みは





















表 18 行政 CIOが求める役割 
Table 18 The roles for Government CIOs 
優先
順位 
行政 CIOが求める役割 偏差値 




3 人材育成（教育） 57.36 
4 役割の拡大／業務の複雑化／重責／明確化 44.75 
4 セキュリティ／危機意識／BCP 44.75 
4 組織間の連携／協業／社内調整力 44.75 
4 リーダーシップ／改革の指導力 44.75 
4 経営戦略（IT戦略との一体化） 44.75 
4 ITシステムの構築 44.75 
4 標準化，情報システムの統合，再構築，スキル標準化 44.75 
4 全体最適化 44.75 






6.2.2 インタビュー結果に基づく民間 CIOの役割 
 
 本節では，企業 CIO 並びに企業 CIO 関係者へのインタビュー内容の要点から，民間
CIO の特徴を検証した．検証方法は前述の行政 CIO と同様に，インタビュー対象者の
発言内容からキーワードを抽出し，キーワードの登場回数で優先順位について偏差値比


























理想の CIO 像として，「情報技術（IT）を活用し，統合化と見える化（Integration & 




































スターの被害額は 1週間の業務停止によって 10億円程度の損失となるなど，CIOは IT
が及ぼすインパクトを定量的に捉えるべきであり，特にセキュリティ対策に関する注意












































IT 投資デザイン能力，チェンジリーダー開発能力の視点から成る IT ケイパビリティと
称している． 
CIO の戦略性の重要性は，多くの企業が指摘するがその中でも特に金融業は CIO を



















































































にクライアント PC を与え，意識付けを徹底させるなど，同社は 1990 年代から社員一
人ひとりに PCを持たせ，莫大な IT投資を行ってきた．東京全日空ホテル副総支配人兼
IT推進室長である清田甚氏は，他社と差別化をするために，リノベーションを実現した．










































































































較すると表 19の通りである．  
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表 19 企業 CIOが求める役割 
Table 19 The roles for Business CIOs 
優先順位 企業 CIOが求める役割 偏差値 
1 構造改革（業務改革）／イノベーション 94.44 
2 セキュリティ／危機意識／BCP 81.77 
2 IT経営／IT戦略／ビジネス戦略 81.77 
4 コスト削減 69.10 
5 IT投資並びに評価 65.93 
5 組織内外のコミュニケーション（経営者・ステークホルダー） 65.93 
7 標準化，情報システムの統合，再構築，スキル標準化 59.60 
7 サービスレベルの向上／ユーザー重視 59.60 












営や IT 戦略，ビジネス戦略も重視しており，CIO を導入することによって，コスト削
減を目指すことも企業戦略の一環であろう． 
 
6.2.3 日本における官民 CIOの役割の差異 
 
CIO などのインタビューの結果によれば，官民 CIO が必要とする役割には差異があ







表 20 日本官民 CIOが求める役割の上位 10項目 
Table 20 Top 10 Priorities of CIOs in Private and Public sector 
順位 行政 CIOが求める役割 順位 企業 CIOが求める役割 










4 セキュリティ／危機意識／BCP 5 IT投資並びに評価 
4 組織間の連携／協業／社内調整力 5 組織内外のコミュニケーション（経営
者・ステークホルダー） 
4 リーダーシップ／改革の指導力 7 標準化，情報システムの統合，再構築，
スキル標準化 
4 経営戦略（IT戦略との一体化） 8 サービスレベルの向上／ユーザー重視







4 全体最適化 － － 















































































6.3.1. トヨタ自動車 CIO 天野吉和氏 
 
トヨタの置かれている立場は急激にグローバル化が進んだ．情報システム部門はそれ

















































ということは残りの 5 割はほとんど使われておらず，情報システムの投資額は予算の 5
割で十分である． 




























































































































組織的に CIO を部門ごとにおいてもおかしくない．逆に日本は極端に CIO を設置しな
い傾向にある．その点が CIOというものが米国では非常に根付いて，ひとつの会社に 5
人いることが珍しいことではなく，各プロジェクトのリーダーが CIOであるほどの認識
































表 21 トヨタ自動車と東京証券取引所の CIO比較 




2007年 5月 1日時点 
鈴木義伯 
2007年 5月 1日時点 
位置づけ 常務役員・CIO（専任） 常務・CIO（専任） 


























































































































企業名 トヨタ自動車 東京証券取引所 
専任化 • あらゆる役職者は CIO的なス
キルが必要 





































注 1；インタビューは，トヨタ自動車天野 CIOには，2006年 5月，2006年 9月，2007年 2月にイン
タビューを実施した． 
注 2；東京証券取引所の鈴木 CIOには 2007年 2月，3月にインタビューを実施した． 
注 3；専任の定義は，業務の 3分の 2以上を CIOとしての職務を遂行している場合，日本型の専任と
定義している． 
 































しない．天野 CIO や鈴木 CIO 両氏のケーススタディは日本企業の先駆的事例になりえ
る． 
さらにいえば，急激なグローバル化やビジネスモデルの変化への対応に迫られており，
IT という分野で各 CIO に期待するところも大きい．そのため，彼らの社での位置づけ
や権限委譲など，専任 CIO としての貢献は図り知れないものとなっている．こうした




6.4. 専任 CIOと組織の関係 
 
日本における CIO の形態の特徴は兼任型3である．米国のように専任型は普及してい









表 22 専任化の条件 










トヨタ自動車 21,036,909 1,372,180 6.5 420,738
みずほフィナンシャルグループ 3,557,549 649,903 18.3 71,151
日産自動車 9,428,292 518,050 5.5 188,566
三菱商事 19,067,153 350,045 1.8 381,343
三井物産 14,885,728 202,409 1.4 297,715
東日本旅客鉄道 2,592,393 157,574 6.1 51,848
松下電器産業 8,894,329 154,410 1.7 177,887
ソニー 7,475,436 123,616 1.7 149,509
リコー 1,915,090 97,057 5.1 38,302
セブン＆アイ・ホールディングス 3,895,772 87,930 2.3 77,915
麒麟麦酒 1,680,000 54,000 3.2 33,600
大成建設 1,400,988 18,025 1.3 28,020
花王 971,230 71,140 7.3 19,425
富士通 4,791,416 68,545 1.4 95,828
損保ジャパン 1,394,783 67,377 4.8 27,896
川崎汽船 940,818 62,423 6.6 18,816
セコム 567,315 52,994 9.3 11,346
日立製作所 9,464,801 37,320 0.4 189,296
NTTデータ 907,281 28,190 3.1 18,146
ニチレイ 469,411 6,293 1.3 9,388
アスクル 161,694 4,469 2.8 3,234
明豊ファシリティワークス 5,650 230 4.1 113
ぐるなび 8,605 793 9.2 172
平均値 5,022,289 181,955 4.6 100,446
出典；東洋経済「四季報」を参考に，売上高，利益額を抜粋 
注 1；今回の調査対象の企業は CIOを設置している．それも大半は筆者の定義する専任 CIOを設置し
ているのが特徴である． 















































図 22 企業と専任 CIOの相関関係 











円，IT 投資比率 2－3％，IT 投資額 100 億円以上の企業は，専任 CIO を設置する条件
にもなるといえよう． 
 





















































• “日米 CIO コア・コンピタンスの質的変化に関する考察－コア・コンピタンスの付加価
値向上の分析－”：岩崎尚子，小尾敏夫「国際 CIO 学会ジャーナル」2007 年 第 1 号
（p.13-23）国際 CIO学会，2007年 2月 23日発行 
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CIO学会全国大会，早稲田大学，2007年 3月 23日 
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表大会，幕張メッセ国際会議場，2006年 10月 5日 
• “第 5 回「官民 CIO の融合の可能性」”：小尾敏夫，岩崎尚子「行政＆ADP（行政 CIO
の現状と未来）」，ISSN 1346-1540，（p.43-45）（社）行政情報システム研究所，2006
年 3月 10日発行 
 
 










2005年 11月 18日 http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20051111/224404/ 






7日経産業新聞 3面，2005年 11月 11日 
8＜IDG調査＞“2005年の国内ビジネス・アウトソーシング市場は 7,859億円，2010
年には 1兆円規模に”2006年 4月 28日
http://www.ciojp.com/contents/?id=00003004;t=0 
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第７章 検証結果に基づく CIOコア・コンピタンスの日米比較 
 
 










日米 CIOの優先的コア・コンピタンスを比較した結果は，表 23の通りである． 
 
表 23 優先的コア・コンピタンスの日米比較 
Table 23 Comparative study on Core Competencies of CIOs between Japan and USA     
優先順位 米 国 日 本 
1 情報資源戦略・計画 情報資源戦略・計画 
2 政策と組織 情報セキュリティと情報保護 
3 情報セキュリティと情報保護 リーダーシップと管理能力 
4 プロセス･変革の管理 プロジェクト・マネジメント 
5 プロジェクト・マネジメント 資本計画と投資評価 
6 業務評価モデル・手法 予測 
7 リーダーシップと管理能力 プロセス・変革の管理 
8 技術とユーザー 政策と組織 
9 予測 業績評価のモデル・手法 
10 EA EA 
11 電子政府と電子商取引 電子政府と電子商取引 
12 調達 技術 


















（2） リーダーシップと管理能力（米国 7位，日本 3位） 
 







また，日本の CIOや CIO関係者などにインタビューした結果，日本では CIOの機能
性よりも CIOである“人物”がフォーカスされる傾向にあることが理解できた．たとえ























































（6） プロジェクト・マネジメント（米国 5位，日本 4位） 
 



















における IT投資の目的は，業務のスピードアップが約 9割，営業・販売力の強化が約 6
割，組織の効率化など組織改革が約 3割であり，IT化の効果は，業務のスピードアップ


































（8） 調達（米国 12位，日本 13位） 
 
 米国も日本も調達の優先順位は低い．米国では 1999年から 2004年に学習項目数を若
干減少し，2006年は微増している．製品生産中心を ITサービス中心に変更している流
れをうけ，調達管理のサイクルも短くなり，経営の観点からビジネスモデルの展開や，
SCM や CRM などのソリューションによる発想力が要求される．CIO にとって調達は
重要な役割であり，日米ともに重要性が低い点で意外である．この点に関しては，兼任
CIO や役員クラスの CIO の場合，現場部門を簡単にコントロールできない要因が考え
られる．また，システムの部分最適化が中心となっている関係で全体最適化を軽視して
いる点も考えられ，「11．EA」の優先順位の低さ（米国 10 位，日本 10 位）と相関関
係があると考えられる． 
 
（9） 電子政府・電子商取引（米国 11位，日本 11位） 
 



















































































（11） エンタープライズ・アーキテクチャー（EA）（米国 10位，日本 10位） 
 

























（12） 技術とユーザー（米国 8位，日本 12位） 
 
 米国では 1999年以降，項目数が大きく変化している．1999年の時点で，技術領域に




























































て IT 投資と CIO 専任化との相関関係を分析した．結果的には，売上高 5000 億円，IT















てまとめている（表 24）．調査の内容や手法は日米で実施した CIO コア・コンピタン
ス調査と同様である．タイでの実施時期は 2007年 2月に，タイ政府 NECTEC（National 






表 24 優先的コア・コンピタンス日米 ASEAN比較 




米 国 日 本 ASEAN（タイ） 
1 情報資源戦略・計画 情報資源戦略・計画 政策と組織 
2 政策と組織 情報セキュリティと情報保護 リーダーシップと管理能力 
3 情報セキュリティと情報保護 リーダーシップと管理能力 プロセス・変革の管理 
4 プロセス･変革の管理 プロジェクト・マネジメント プロジェクト・マネジメント
5 プロジェクト・マネジメント 資本計画と投資評価 EA 
6 業務評価モデル・手法 予測 情報資源戦略・計画 
7 リーダーシップと管理能力 プロセス・変革の管理 業務評価モデル・手法 
8 技術とユーザー 政策と組織 技術とユーザー 
9 予測 業績評価のモデル・手法 資本計画と投資評価 
10 EA EA 調達 
11 電子政府と電子商取引 電子政府と電子商取引 電子政府と電子商取引 
12 調達 技術 情報セキュリティと情報保護
出典：「IT付加価値向上を目指すコア・コンピタンス調査」小尾・岩崎（2006年） 
 






















ト研究創刊号」早稲田大学総合研究機構，2005年度（ p.13－27 ）2006年 3月発行 
• “「防災 CIO」システムの確立と有効性の研究”：小尾敏夫，岩崎尚子「GITS／GITI 紀
要 2005－2006」（p.219-225）2006年 7月 31日発行 
• “CIOの役割と機能”（共著）「CIO戦略論（第 3章）」国際 CIO学会編， 東京大学出
版会，2007年 10月出版予定 
• “New Trends of CIO Core Competencies for Innovation”：Naoko IWASAKI 
• CIOs in a Decentralized World; Strengthening Capacities for e-Leadership 
Conference，Makati City Philippines，April 23，2007  
• “Innovative CIO”－Comparative Study on CIO Core Competencies Among US，
Japan and ASEAN：Naoko IWASAKI e-Indonesia Initiatives 2007 Jakarta，April 
26，2007 
• “第 4 回「欧州，アジアの電子政府・CIO 動向」” ：小尾敏夫，岩崎尚子 「行政＆
ADP（行政 CIOの現状と未来）」， ISSN 1346-1540，（p.44-47）（社）行政情報システ
ム研究所，2006年 2月 10日発行 
• “Evaluating 4 e-Gov Workshops in Philippines，  Indonesia，  Thailand and 










                                                                                                                                                  
1篠崎彰彦「情報技術革新の経済効果」p.77 
2ジョージ・メースン大学大学院 CIOコース J.P.オーフレット教授へのインタビュー，
2007年 4月 23日に実施 
3早稲田大学電子政府・自治体研究所では，2004年 12月 21日－2005年 1月 11日に神
奈川県横須賀市で「横須賀市民減災対策検証調査」を実施した．調査対象；横須賀市民・
横須賀商工会議所会員企業 3，124名 調査方法；FAXならびに直接アンケート 有効回
答数；496名（市民 76名，横須賀企業 420名） 
4 プロジェクト名は Establishment of Government CIO Training Model and Network 
for e-Government Development Final Project & Evaluation Report APEC 
































































J-SOX 法対策でも，企業規模による J-SOX 法への作業状況に差が生じている．大企
業では J-SOX法対策が実施できているところは多いが，それ以外の企業は対策に着手で




ていない「IT 統制」の対応であって，米国以上に CIO への責務や役割は大きい．日本











ように，売上高 5000億円，IT投資比率 2－3％，IT投資額 100億円以上の企業は，専
























現行の日米 CIO コア・コンピタンスと現場の CIO が目指すべき，あるいは必要とす























































































（2） アンケートの検証結果に基づく CIOコア・コンピタンスの日米比較 
 























































































表 25 最重要コア・コンピタンス抽出へのプロセス 









3 プロセス・変革管理 － － 
4 情報資源戦略・計画 1 情報戦略と政策策定 






8 調達 － － 
9 電子政府と電子商取引 － － 
10 情報セキュリティ（情報保護） 2 情報セキュリティと知的財産 
11 EA 5 EAと評価手法 
12 技術とユーザー 6 ユーザー重視の技術改革 
13 予測 － － 






8.3.1 のプロセスを経て，図 23 の通り，「コア・コンピタンス優先モデルの構築」を
策定した． 
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図 23 コア・コンピタンス優先モデル 




本モデルは，2006年 9月に米国 CIO大学ジョージ・メースン大学での国際 CIO学会
で発表され，学会関係者，官民 CIO 関係者から優先的 CIO コア・コンピタンス／学習
目標の日米比較研究という初の試みに対し，高い評価を頂いた．これまでの過程は，日
本 CIO学会（2006年 6月，主催；早稲田大学），米国 CIO学会（2006年 9月，主催；
ジョージ・メースン大学），台湾 CIO学会（2006年 10月，主催；元智大学），フィリピ
















本研究成果をもとに，日本－米国－タイの国際 CIO学会会長が 2007年 4月 28 日に

















• 小尾敏夫 岩崎尚子「行政 CIOの現状と未来（5）CIO学の構築」（社）行政情報システ






                                                  
12007年 4月 28日にバンコクで開催された APEC主催による CIO研修会議にて参加し
た各国 CIO学会代表の 3者は以下の通りである； 
米国 CIO学会会長；J.P.オーフレット（米国 CIO大学ジョージ・メースン大学教授），







 第 5章ならびに，第 6章において利用した多変量解析などの統計手法を以下にまとめ
る．尚，参考として以下のソフトならびに資料を活用した． 
 
• エクセル統計 2006 （Ekuseru-Toukei 2006）株式会社 社会情報サービス（Social 






































1 )(  
ただし te は， t期の残差をあらわす． 
【３】重回帰分析 
被説明変数 yに対して，k個の説明変数 1x ， 2x ･････ kx が与えられる場合，両変数の関
係がすべて線形であるという前提のもとで，重回帰モデルは次のようになる． 
uxxxy kk ++++= ββββ ････＋22110     （１） 
ここでuは誤差項とよばれるもので，説明変数では yを説明できないランダムなバラツ
キを意味する．また定数 1β 2β ････ kβ は偏回帰係数と呼ばれ，この場合，母集団の偏回
 156
帰係数を意味する．なお，データ数（標本数）は nとする．単回帰モデルと同様に，回
帰定数 0β および偏回帰係数 1β 2β ････ kβ をデータから推計するが，原則として最小 2
乗法が用いられる．今 2 個の被説明変数（ k＝2）からなる，もっとも単純な重回帰モ
デルについて推定値の計算方法を見ると，ここで標本データから推定された 0β 及び， 1β ，
2β の推定値を母集団の値として 0b ， 1b ， 2b とすると，これらの係数を求める正規方程
式は， 
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βββ    （２） 














































・・       （３） 
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Please complete with the appropriate information 




 Other ________________________ 
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What is your line of business? 
 Aerospace / Defense contractor  
 Manufacturing / Process industries (non computer related) 
 Finance / Banking / Accounting 
 Insurance 
 Real estate / legal 
 Government; federal (including military) 
 Government; state or local 
 Healthcare / Pharmaceuticals / Medical services 
 Hospitality 
 Wholesale / retail trade (non –computer related) 
 Transportation; land, sea or air 
 Telecommunications/ Electric/ Gas 
 Publishing / Advertising / Broadcasting / Public Relations 
 Internet service provider 
 Communications carrier 
 Mining / Construction / Petroleum 
 Refining / agriculture 
 Data processing services / Consulting 
 Education 
 Research / Development 
 Business services/ consulting (non- computer related) 
 Manufacturer of computer, communication peripheral equipment / VAR / 
VAD/ System or  network integrator 
 Computer-related retailer / wholesaler/ Distributor 
 Law enforcement 
 Other ________________________ 
Do you have decision power on IT investment, budget and evaluation issues? 
 Yes _______ 
 No _______ 





 Other _______________ 
Approximately how many people are employed by your organization? (Please include 
all plants, divisions, branches, parents, and worldwide subsidiaries)  








 Under 500 
Select the dollar amount that best represents the gross sales or revenues for your 
organization. Include all plants, divisions, parents and worldwide subsidiaries.  
 Greater than $40 billion 
 $30 billion to $40 billion 
 $15 billion to $29.9 billion 
 $10 billion to $14.9 billion 
 $5 billion to $9.9 billion 
 $1 billion to $4.9 billion 
 $500 million to $999 million 
 $100 million to $499 million 
 $50 million to $99 million  
 Less than $50 million 
Has your budget on IT increased, decreased or stayed the same in the past year?  
 Increased  
 Decreased 
 Stared the same 
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Please evaluate the importance of the following issues according to the given scale.  
Preferential Core Competence Survey based on Clinger Cohen 
Act 
１ ２ ３ ４ 
1.0-Policy and Organizational General Discussion: The CIO has one of 
the most serious positions in the government and must be able to talk to 
an extremely wide range of people. They work in a fast-changing 
environment (technology, legislation, policy, and politics) and there is a 
"felt pain" about the size and scope of the job. 
    
1.1-Department/Agency missions, organization, functions, policies, 
procedures 
    
1.2-Governing laws and regulations (e.g. the Clinger-Cohen Act, 
E-Government Act, GPRA, PRA, GPEA, OMB Circulars A-11 and 
A-130, PDD 63) 
    
1.3-Federal government decision-making, policy making process and 
budget formulation and execution process  
    
1.4-Linkages and interrelationships among Agency heads, COO, CIO, and 
CFO functions  
    
1.5-Intergovernmental programs, policies, and processes     
1.6-Privacy and security     
1.7-Information management     
1.8- Governmental mechanisms and procedures / autonomy     
1.9- (Identification of) Shared roles between government and industry     
1.10- Budget planning and execution     
1.11- Communication skills and Public Relations     
1.12- Construction of a wide information network inside and outside the 
organization 
    
2.0 Leadership/Managerial   General Discussion: Management concepts 
are important but CIOs must move beyond management to leadership. 
They must be able to understand the dimensions of Clinger-Cohen, and 
how they play out operationally in their organization. Interpersonal skills 
are essential for success because of the frequency of change, and the need 
to communicate vision. 
    
2.1-Defining roles, skill sets, and responsibilities of Senior Officials, CIO 
staff, and stakeholders 
    
2.2-Methods for building federal IT management and technical staff 
expertise 
    
2.3-Competency testing - standards, certification, and performance     
 168
assessment 
2.4-Partnership/team-building techniques     
2.5-Personnel performance management techniques     
2.6-Principles and practices of knowledge management     
2.7-Practices which attract and retain qualified IT personnel     
2.8 Accountability     
3.0: Process/Change Management   General Discussion: The paramount 
role of the CIO is as Chief Visionary of the organization. As such the CIO 
works in strong partnership with the CEO/COO who is the chief change 
agent. CIOs need to distinguish between the behavioral and affective 
dimensions of change management (including essential stakeholder 
"buy-in") that are more related to leadership and the cognitive dimensions 
of process management that provide "measuring points" and are a tool for 
change management. It is important that CIOs be familiar with 
Organizational Development (OD) concepts and OD's importance as an 
independent discipline. It is also essential for CIOs to be open to the role 
of Business Process Improvement as a frame/context for introducing any 
type of new business-based technology change including E-Government, 
Smart Cards and other government initiatives. 
    
3.1-Techniques/models of organizational development and change     
3.2-Techniques and models of process management and control     
3.3-Modeling and simulation tools and methods      
3.4-Quality improvement models and methods     
3.5-Business process redesign/reengineering models and methods     
3.6- Recollection and utilization of Best Practices     
4.0: Information Resources Strategy and Planning   General Discussion: 
IT must be a value-adding dimension of the business plan. IRM strategic 
planning must begin with the business strategic planning process and 
integrate with the organization's business functions and plans since 
business planning and IRM planning are parallel and coupled processes. 
Thus the CIO must be able to ask the right questions and understand the 
answers.  IRM planning should also address cross-governmental and 
inter-agency planning issues as these are becoming increasingly important 
in E-Government implementation. 
The planning process itself must be holistic, flexible (not platform or 
vendor specific), at a high level and must be in balance with the overall 
business strategy. IT's strategic plan must be a lesson in integrating since 
IT should be woven into the very fabric of the way the organization does 
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its work. Understanding IT architecture is essential. 
4.1-IT baseline assessment analysis     
4.2-Interdepartmental, inter-agency IT functional analysis     
4.3-IT planning methodologies     
4.4-Contingency Planning      
4.5-Monitoring and evaluation methods and techniques     
4.6- IT Funding     
4.7- Information Management     
4.8-Information system management     
5.0 IT Performance Assessment: Models and Methods   General 
Discussion: The basic question: Is IT meeting both the business plan 
goals and the needs of constituents? There must be a "balanced 
scorecard"-revenue/program accomplishment with both customer and 
employee satisfaction.  
The CIO must be aware of the range of perspectives on performance 
systems, and of the types of performance measures available and must 
embrace a systems perspective for IT and its assessment process. The CIO 
must understand the importance of baseline assessment 
measures-existence, qualitative measures and quantitative measures 
(example: ROI) in the performance assessment cycle. 
    
Competency 5.1-GPRA (Government Performance and Results Act) and 
IT: Measuring the business value of IT-and customer satisfaction  
    
5.2-Monitoring and measuring new system development: when and how 
to "pull the plug" on systems 
    
5.3-Measuring IT success: practical and impractical approaches      
5.4-Processes and tools for creating, administering and analyzing survey 
questionnaires 
    
5.5 Techniques for defining and selecting effective performance measures     
5.6-Examples of and criteria for performance evaluation     
5.7-Managing IT reviews and oversight processes     
5.8- Service level agreement     
6.0: Project/Program Management   General Discussion: Both program 
management and project management requires the same set of skills, 
including communication, effective decision making, adaptability, and 
team building. The Capers-Jones database of 10,000 projects shows that 
requirements change at an average rate of 2% a month.  This rate of 
change results in the need for flexible management, adaptive budgeting, 
and the need to distinguish between real requirements changes and 
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requirements creep. While both project and program management present 
similar challenges, there is a difference in scalability and granularity 
between the management of projects and programs, and therefore a need 
to distinguish between the two. 
Project Management: A project may be an element of a program, is 
relatively short term and has a defined beginning and end. Projects are 
often detail oriented and may change. 
Program Management: A program is considered to be a set of related 
on-going activities with a common focus and could include multiple 
projects. Although a program has a target, it is not bounded in time, and 
can accommodate change. 
Decision-making is essential to both project and program management. 
6.1-Project scope/requirements management     
6.2-Project integration management     
6.3 Project time/cost/ performance management     
6.4-Project quality management     
6.5-Project risk management     
6.6-Project procurement management     
6.7- System life cycle management     
6.8- Software development     
6.9-System auditing     
6.10-Software management     
6.11- Project management outline     
7.0 capital Planning and Investment Assessment   General Discussion: it 
is essential that CIOs understand the importance of Capital Planning and 
Investment Analysis. Clinger-Cohen mandated such planning and 
assessment and changed the "rules of the game." Successful industry does 
the same things.  Clinger-Cohen decentralized IT and made each agency 
autonomous in the way it plans, invests in and implements IT. Capital 
planning is needed to provide a framework for running government with 
the same disciplines as private business.  
In addition to Clinger-Cohen other legislation involved in these 
significant changes include:  
PRA-Paperwork Reduction Act of 1995,  
GPRA-Government Performance and Results Act (Results Act) (PL 
103-62),  
Title V Extract-Federal Acquisition Streamlining Act of 1994 (PL 
103-355) which sets standards for planning, organizing and monitoring 
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projects,  
Chief Financial Officers Act (PL 101 576)  
BEA-Budget Enforcement Act  
BBA-Balanced Budget Agreement  
The OMB and the White House have also issued guidance related to the 
acquisition and management of information resources, including:  
OMB Circular A-11  
OMB Circular A-94  
OMB circular A-109  
OMB Circular A-123  
OMB Circular A-127  
OMB Circular A-130  
Executive Order 13011 Sec. 2(b)(3)  
In the new paradigm IT decisions need to be supported by using business 
case analysis. Business cases will be presented to the Investment Review 
Board that includes the CIO. Finance and acquisition will need to be 
linked to capital planning. IT is only one of six CIO responsibilities 
emanating from the PRA and the Clinger Cohen Act. These 
responsibilities are: 1. Information collection and burden reduction, 2. 
Statistical activities, 3. Records management, 4. Privacy (Privacy Act), 5. 
Information Technology, 6. Security 
7.1-Best practices     
7.2-Cost benefit, economic, and risk analysis     
7.3-Risk management- models and methods     
7.4-Weighing benefits of alternative IT investments      
7.5-Capital investment analysis-models and methods     
7.6-Business case analysis     
7.7-Integrating performance with mission and budget process      
7.8-Investment review process     
7.9-Intergovernmental, Federal, State, and Local Projects     
7.10- Bench mark evaluation on the result of IT Management between 
in-house sections 
Benchmark evaluation of IT management (between in-house sections) 
    
7.11- Bench mark evaluation on the result of IT Management with the 
other companies 
Benchmark evaluation of IT management (with other companies) 
    
7.12- Implementation of the PDCA cycle on IT investment 
Implementation of the PDCA cycle for IT investments  
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7.13- Obliging to a regular report and the evaluation of investment effect 
to the user 
Users obligation to report and evaluate the investment effect regularly 
    
7.14- Setting of withdrawal rule 
Withdrawal rule setup 
The concept may need additional explanation 
    
8.0: Acquisition   General Discussion: Acquisition links technology 
investment to the business outcomes and results, as defined by the end 
consumer. Acquisition needs to move from what been a singular focus on 
process to one that considers both process and objectives. Acquisition 
anticipates what is needed before it is officially stated, and develops 
requirements that include the end users and must be linked to business 
outcomes. The CIO must understand the new dynamic, and understand 
lifecycle management. He/she must move from a risk adverse process to 
one of risk management, and create an innovative acquisition 
environment throughout the organization. The CIO should monitor 
changes in acquisition models and methods. Acquisition includes four 
stages- (1) Defining the business objective; (2) Requirements definition 
and approval; (3) Sourcing and (4) Post-Award management. The 
post-award management phase can be multi-year, and the CIO must be 
aware of technology cycles, and the impact of the length of the cycle. 
Acquisition needs to be seen as part of a larger structure or process in 
which it is one link in the capital planning and strategy process. It is the 
"cost" part of the cost/benefit analysis. The CIO must understand his/her 
role in business objectives, and forge a partnership with the other senior 
leaders of the organization. There needs to be a dynamic interplay 
between industry choices/resources and acquisition decisions. The CIO 
and senior management should understand the impact of government on 
industry, both in terms of laws and regulations, the impact of specific 
procedures, and the actual acquisition process. 
    
8.1-Alternative functional approaches (necessity, government, IT) 
analysis 
    
8.2-Alternative acquisition models     
8.3- Streamlined acquisition methodologies     
8.4-Post-award IT contract management models and methods, including 
past performance evaluation 
    
8.5-IT acquisition best practices     
8.6- Supply (procurement) planning and evaluation     
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9.0: E-Government/Electronic Business /Electronic Commerce 
E-Government, E-Business, E-Commerce are changing the look of 
business, the feel of business and the way business and government work. 
They are changing the traditional way of viewing the individual agency 
and its needs. E-Government demands that CIOs be aware of their 
stakeholders (program managers, functional areas, employees, suppliers, 
the public) as customers. Customers want to go to a single point for 
action/information-and they are not interested in distinctions among 
governmental entities. An enterprise cannot perceive itself as an "island," 
but may need to seek partnerships.  
CIOs need to have a strategic vision for E-Government and E-Business, 
and need to utilize business case analysis and BPR/BPI. Program 
leadership should be responsible for identifying and implement 
E-Government solutions that will improve business effectiveness. CIOs 
should be aware that there might be a distinction between E-Government 
and E-Commerce. They will be dealing with intra- and inter-governmental 
agencies, and external customers. There is a stewardship responsibility, 
and security/privacy concerns. Certain roles are inherently governmental 
and can't be "contracted out." CIOs must engage in risk management in 
making certain decisions regarding E-Government. Baseline technology 
underlies E-Government and CIOs should maintain a model of continuous 
improvement enabling the model of E-Business through utilization of 
emerging technologies. 
    
9.1-Strategic business issues and changes with the advent of 
E-Government/E-Business/E-Commerce  
    
9.2-Web development and maintenance strategies     
9.3-Industry standards and practices for communications     
9.4-Channel issues (supply chains)     
9.5-Dynamic pricing     
9.6-Consumer/citizen information services      
9.7-Social issues     
10.0: IT security/information assurance   General Discussion: IT 
security/Information Assurance (IA) involves critical infrastructure 
protection (CIP.) There is a clear link between CIP and IA, which may be 
defined as the preservation of the availability, integrity, and 
confidentiality of the mission critical information via resisting, 
recognizing and responding to attacks, accidents and adverse conditions. 
DoD defines IA as availability, integrity, confidentiality, non-repudiation, 
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and authentication.  
The CIO must constantly manage risk in which business competencies 
have to be balanced with lock down and lock out procedures. In addition 
there is the issue of balance--risk vs. cost. There may be a need for the 
CIO to categorize mission critical information for risk analysis and 
planning and implementation and to determine the level of protection 
required. 
10.1-Fundamental principles and best practices in IA     
10.2-Threats and vulnerabilities to IT systems      
10.3-Legal and policy issues for management and end users      
10.4-Sources for IT security assistance     
10.5-Standard operating procedures for reacting to intrusions/misuse of 
federal IT systems 
    
10.6-Freedom of information      
10.7- Compliance with SOX law     
10.8- Analysis of the effect on IT investment      
11.0 Enterprise Architecture   General Discussion:  Enterprise 
architecture (EA) establishes an agency-wide roadmap to achieve the 
agency’s mission through optimal performance of its core business 
processes within an efficient information technology (IT) environment. 
Enterprise architectures are “blueprints” for systematically and 
completely defining an organization’s current (baseline) or desired 
(target) environment.  Enterprise architectures are essential for evolving 
information systems and developing new systems that optimize their 
mission value.  This is accomplished in logical or business terms (e.g., 
mission, business functions, information flows, and systems 
environments) and technical terms (e.g., software, hardware, 
communications), and includes a sequencing plan for transitioning from 
the baseline environment to the target environment.  
    
11.1-Enterprise architecture functions and governance      
11.2- Key enterprise architecture concepts      
11.3- Enterprise architecture development and maintenance      
11.4- Use of enterprise architecture in IT investment decision making      
11.5- Interpretation of enterprise architecture models and artifacts      
11.6-Data management     
11.7- Performance measurement for enterprise architecture     
11.8- Information security implementation plan     
12.0 Technical   General Discussion: One must distinguish between     
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technical and technology. A CIO must have an integrative understanding 
of how technology works, but not be technical in the sense of a developer. 
The CIO must understand the strengths and weaknesses of tools, how they 
work, what they are good for, and also their limits.  
Communication skills are essential for CIOs. There is a huge dichotomy 
between the people and technology sides of an organization. The CIO 
must play the role of a "universal translator" especially regarding 
technical ideas and terms. The CIO must be able to ask the right 
technology questions and understand the answers since the CIO needs to 
make decisions and judgments.  
The CIO needs to know what the state-of-the-art technology is, and must 
have more breadth (rather than depth) in emerging technology.  
The CIO must be able to make use of analytical processes, including 
statistical measures, in order to make competent decisions.  
The CIO should bring technical vision (interaction between the business 
and technology) to guide the organization into new business directions 
while remembering that the business rules must be the drivers of the 
technology.  
It is critical that the CIO be "savvy" about the organizational culture and 
is able to manage not just the culture, but also the culture's expectations. 
Thus, interpersonal skills are as essential as technology in facilitating 
complex social and people issues.  
The CIO must distinguish between the technologies itself and the process 
of applying the technology, and must take a systems-approach to technical 
issues. 
12.1-Emerging/developing Technologies     
12.2 Information delivery technology (Internet, intranet, kiosks, etc.)      
12.3-Desk top technology tools     
12.4- Users situation grasp     
12.5- Basic principles of accessibility / usability     
13-0   Society environment and technology      
13.1- Social environment grasp     
13.2- Society trends prediction      
13.3- Technological trends prediction      




第 2回 CIO概論に関するアンケート 
実施時期 2006年 5月 25日，29日 




設問 1．前回の IT 付加価値向上を目指すコア・コンピタンス調査結果の
妥当性について 













 所属機関 役職 
1 Sparta － 
2 Lockheed Martin Staff Systems Engineer 
3 RSIS, Inc. Quality Improvement Specialist 
4 Lockheed Martin Corporation Software Build Lead 
5 Freddie Mac Technical Project Manager 
6 CSC President, Civil Enterprise Integration Division 
7 Bent Systems Inc. Founder 
8 Northrop Grumman System Engineer 
9 Department of the Army Sr. Analyst 
10 Mitretek Systems, Inc. Technical Lead 
11 3H Technology Deputy Program Director 
12 L-3 Communications Program Manager 
13 L-3 Communications Program Director 
14 GEICO Insurance Project Manager 
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15 Navy Sea Systems Command Combat Systems Engineer 
16 CSC Capture Manager 
17 CA Vice President, Sales 
18 Value Options Program Manager 
19 Cambridge Associates LLC Division Manager 
20 AMTRAK  Sr. Systems Engineer/Project Manager 
21 Sprint Nextel Corporation Senior Manager 
22 SAIC Sr. Information Security Analyst 
23 The CNA Corporation Senior Systems Engineer 
24 IT SQUAD, INC. Senior Manager 
25 Friedman, Billings & Ramsey － 
26 Soft Med Systems, Inc. Manager 
27 Northrop Grumman Corporation System Architect 
28 SAIC Technical Lead 
29 General Dynamics Project Engineer 
30 Urban Land Institute Director of Information Systems 
31 Time Warner Inc. Technical Team Lead 
32 Man Tech International Senior Systems Engineer 
33 Visa USA Sr. Network Engineer 
34 KPMG LLP Manger, Information Risk Management 
35 Sallie Mae Project Manager 
36 Digicon Senior Systems Security Manager 
37 Verizon Head of Technology and Architecture Evolution 
38 Freddie Mac CTO 
39 Central Intelligence Agency Project Manager 
40 Sprint Technical Writer 
41 Northrop Grumman Corporation Lead Technology Consultant 
42 Apex CoVantage Project Designer 
43 Datatel, Inc. Business Advisor 
44 Booz Allen Hamilton Technical Project Manager 
45 American Red Cross Project Manager 
46 Accenture Technology Consultant 









The 2rd Questionnaire Survey on CIO 
– Core Competences for ICT Value-added 
(Results form the previous survey, held in March 2006) 
Naoko IWASAKI, GITS, Waseda University, May, 2006 
 
 The Top 5 Core Competencies are 1 Information Resources Strategy and Planning 2 
Enterprise Architecture (EA), 3 Policy and Organizational, 4 Information Security, 5 Leadership 
/ Managerial. Please fill in the blanks with numbers (1～5), to indicate what you consider may 
be  
A ; the adequate core competences  
B; the less expected core competences  
 Please choose 2 core competencies expected as the role of CIO which you consider 
may not be well accomplished. 
 Policy and Organizational   
 Leadership / Managerial   
 Process / Change Management  
 Information Resources Strategy and Planning   
 IT Performance Assessment: Models and Methods   
 Project / Program Management  
 Capital Planning and Investment Assessment   
 Acquisition   
 e-Government / Electronic Business / Electronic Commerce   
 IT security / Information Assurance   
 Enterprise Architecture  
 Technology and Users  
 Prediction   
In your opinion, which additional post function is available for CIO? Please choose two from the 
next options.  
 CEO (Chief Executive Officer)   
 CKO (Chief Knowledge Officer)   
 CRO (Chief Risk Officer)   
 CTO (Chief Technology Officer)   
 CAO (Chief Asset Officer)   
 CSO (Chief Security Officer)   
 Other position  
 Nonexistent  
Which one of the following factors or background situations may be considered as related to the 
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introduction of CIO? Please choose two of the following options.  
1. Promotion of IT revolution associated with the diffusion and popularization of Internet and 
computers 
2. Strength of the adjustment ability of information system division through the means that 
formation of dispersion style was constructed   
3. The need of fusion of IT and management   
4. Liberalization of the start and financial circles of a/the finance derivative commodity 
transaction 
5. Beginning of electronic commercialization due to the enforcement of the National 
Information Infrastructure NII plan  
6. Obligation of the introduction of CIO within the promotion and ministry of the electronic 
governance associated with implementation of "Clinger Cohen Act (IT management reform 
law)"   .   
7. Y2K computer glitch and natural disaster such as sudden, simultaneous frequent occurrence 
terrorism, hurricane etc. of the event/phenomenon that impossible to prediction in 2001  
8. Strength, "U.S. Corporate Reform Law (SOX act)" the implementation of the corporate 
governance as the start of the ENRON affaire  
9. Security of the internationally competitive power in strength and, market of group 
management and conglomerate organization    
The results for the need of technology are low in the core competence survey conducted in 
March.  What is the priority in the technology face?  Please choose 2 from the next choice.  
1. Integration/improvement of a/the system and business process     
2. Security of the security and complete status of data    
3. Design/economization of IT architecture   
4. Correspondence strength of electronic commerce   
5. Automation/optimization of supply chain management   
6. Introduction of new technology    
7. Global expansion and strategy     
8. Understanding of the concept of new technology   
9. Grasp of the technology risk based on the view point of the Meta  
 
What factors from the following list could influence the surrounding or social environment of 
CIO, when it supposes that the change of the achievement can break out by 'the human power' of 
CIO?  Please choose 2 from the next choice.    
1. Sense and feeling   
2. Self-confidence, including charisma  
3. Prediction / prescience / foresight nature  
4. Human relations / confidential relations  
5. Smooth communicative competence / adaptation ability   
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6. Political power  
7. Family / Networks  
8. Optimism  
9. Academic career and experience / biography  
10. Philosophy  
11. Creation / publication  
12. Luck / relation  
 
CIO is said that the measurement of IT investment effect is extremely difficult.  Because it is 
optimal the whole of the organization the important subject that CIO should accomplish makes 
the decision and judgment that do optimal IT investment and analyze/evaluate before investment 
after the goal and investment the adjustability and difference of an/the effect and be to bring 
forth an/the effect. However, the recognition to this ability is not high, although the recognition 




Do you think that the core competences of CIO are able to become universal disregarding 
countries, businesses, Governmental systems, and other organizations? 
A Yes  
B No  
Thank you very much for your cooperation. 
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第 3回 CIOコア・コンピタンスの普遍性と質的変化の諸要因に関するアンケート 
実施時期 2006年 9月 25日 
調査概要 CIOの役割の質的変化の要因分析 










設問 1．官民 CIOの役割の普遍性の可能性とその要因について 
設問 2．官民 CIO の役割の標準化は e-ガバナンスの向上との関係につい
て 
設問 3．官民 CIOの役割の標準化も問題点について 
設問 4．SOX法によってもたらされる CIOへの影響の有無 
設問 5．SOX法によってもたらされる CIOへの影響の内容について 
設問 6．SOX法による CIOの役割や役職の変化について 
設問 7．SOX法の影響のほかに，今後 2年以内に CIOに影響を与える要
素について 






The 3rd Questionnaire Survey on CIO 
- Core Competences for ICT Value-added 
Naoko IWASAKI, GITS, Waseda University, 25 September 2006 
 
Please complete with the appropriate information 
What is your title?（     ）  
 A)CIO B) Director C) Manager D) Other 
Do you have decision power on IT investment, budget and evaluation issues? 
 A) Yes（    ）B) No（    ） 
To whom do you report? （   ） 
 A) CEO B）CIO C）CFO D）CTO E）CAO F）COO G）CKO H) 
Other 
Do you think the role of the CIO in the public and private sector is being 
standardized? 
 Yes （    ） No （    ） 
Why do you think so? 
If you answered “Yes”, please explain: 
______________________________________________________________________________ 
If you answered “No”, please explain: 
______________________________________________________________________________
Do you believe that standardization between the public and private CIO will 
enhance e-governance？ 
______________________________________________________________________________ 
What are the problems of standardization between the public and private CIO? 
______________________________________________________________________________ 
What is the major impact of on the CIO by SOX act? 
______________________________________________________________________________ 
Do you think the role and position of the CIO have changed by the SOX act? 
Yes （    ） No （    ） 
Please describe the impact of the SOX act. 
______________________________________________________________________________ 
Besides the impact of the SOX, what will be major effect on the CIO of other 
significant issues emerging in the near-term (next 2 years)? 
______________________________________________________________________________ 
The role of the CIO has grown increasingly diverse. It is said the “I” of CIO means 
“innovation”, “investment”, and “intelligence” as well as “information”. Do you agree 
or disagree with this assertion? 
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______________________________________________________________________________ 
Name of Organization    Title 
Thank you very much for your cooperation. 
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第 4回 日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート 
実施時期 2006年 6月 2日 
被験者 早稲田大学 CIOコース受講生，CIO予備軍，CIOに関わる社会人，学生
180人（内，社会人：61人／学生：119人） 









1 政策と組織  
2 リーダーシップと管理能力  
3 プロセスと変革の管理  
4 情報資源戦略・計画  
5 業務評価モデル・手法  
6 プロジェクト管理  
7 資本計画と投資評価  
8 調達  
9 電子政府と電子商取引  
10 情報セキュリティ（情報保護）  
11 全体最適  




第 5回 日本における CIOコア・コンピタンス優先度に関するアンケート 
実施時期 2007年 5月 23－25日 
被験者 第 4 回調査（１）の結果に偏りが見られたため，対象者を CIO ならびに
CIO 関係者に限定し，再調査を実施した．被験者は 9 であり，CIO 並び
に CIO関係者（全員社会人）である． 










1.  政策と組織 
1-1  任務・組織・機能・政策・手順 (情報部門のトップと経営幹部としての CIOの役割) 
1-2  法・規制管理（ITマネジメント改革法，政府業績成果法などの行政改革関連法規の習
熟） 
1-3  連邦政府の意思決定・政策立案プロセス，予算編成・執行プロセス 
1-4  経営トップ，COO（最高執行責任者），CIO，CFO（最高財務責任者）の間の相互連
携 
1-5  政府機関相互にわたるプログラム，政策，プロセス 
1-6  プライバシーとセキュリティ 
1-7  （技術，法規類，その他の各種要因の動向に関する）情報の管理 
＊1-8  政府・自治体の仕組み 
＊1-9  官民の役割分担の明確化 
＊1-10  予算策定と執行 
＊1-11  コミュニケーション能力 
＊＊1-12  組織内外における幅広い人脈の構築 
2.  リーダーシップと管理能力 
2-1  上級幹部，CIO，職員，その他関係者のそれぞれの役割・技能・責任の明確化 
2-2  IT管理体制の構築と技術専門職員の育成方法 
2-3  要員の能力査定（基準，資格，業績評価） 
2-4  協力関係やチームの構築能力 
2-5  人事・業績管理方法 
2-6  ナレッジ・マネジメントの理論と実践 
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2-7  優秀な IT要員の確保・維持方法 
＊＊2-8  説明責任並びに組織への周知徹底 
3.  プロセス・変革の管理 
3-1  組織発展・変革の手法・モデル（SWOT分析，「抵抗勢力」への対処法など） 
3-2  プロセス管理・統制の手法・モデル（あるべき姿とのギャップ分析，）シミュレーシ
ョン 
3-3  モデリング・シミュレーション用のツール・手法（データ・ウエアハウスなど） 
3-4  クオリティ（品質）改善のモデル・手法（活動基準原価計算など） 
3-5  BPR（ビジネス・プロセス再構築）のモデル・手法（総合的品質管理など） 
＊3-6  ベストプラクティスの収集と活用 
4.  情報資源戦略・計画 
4-1  IT計画実施における現有 IT資源（ハードウェアや要員の能力など）の能力評価分析
4-2  組織間における IT機能分析（部門横断システムの構築手法など） 
4-3  IT計画の方法論（優先順位付け，ギャップ分析など） 
4-4  危機管理計画（データのバックアップ，災害復旧プランなどの緊急プラン） 
4-5  モニタリング・評価の手法（ITの業務改善に関する費用対効果） 
＊4-6  IT予算の管理 
＊4-7  情報技術のマネジメント 
＊4-8  情報システムのマネジメント 




5-3  ITにおける成功度の評価法（バランス・スコアカード・ベンチマーキングなど） 
5-4  ユーザー調査の作成・管理・分析方法 
5-5  有効な業績測定法の定義・選択法 
5-6  業績評価の実例と基準 
5-7  ITレビュー・監査プロセスの管理 
＊5-8  サービス・レベル・アグリーメント 
6.  プロジェクト・マネジメント 
6-1  プロジェクト範囲・要件の管理 
6-2  統合的なプロジェクト・マネジメント（複数プロジェクトの管理） 
6-3  プロジェクトの時間・費用・成果の管理 
6-4  プロジェクトの品質管理 
6-5  プロジェクトのリスク管理 
6-6  プロジェクトの調達管理（プロジェクト・ライフサイクルにおける CIOの責任など）
6-7  システムのサイクルマネジメント 
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6-8  ソフトウェア開発 
6-9  システム監査 
6-10  ソフトウェア経営 
6-11  プロジェクト・マネジメントの概要把握 
7.  資本計画と投資評価 
7-1  ベストプラクティス 
7-2  費用対効果・経済性・リスク分析 
7-3  リスク管理のモデル・方法 
7-4  各種 IT投資（あるいは非 IT投資）を選別するための評価法 
7-5  投資分析のモデル・方法（正味現在価値法など） 
7-6  ビジネス・ケース分析 
7-7  任務目標遂行と予算策定の整合性 
7-8  投資レビューのプロセス 
7-9  連邦政府・州・地方をつなぐ横断プロジェクトにおける連携 
＊＊7-10  社内部門間での情報化成果についてのベンチマーク評価 
＊＊7-11 同業他社との情報化成果についてのベンチマーク評価 
＊＊7-12  IT投資における PDCAサイクルの実施 
＊＊7-13  ユーザー部門に IT投資対効果の定期的な報告並びに評価の義務付け 
＊＊7-14  撤退ルールの設定 
8.  調達 
8-1  代替機能の選別方法論（実質的に業務上の同じ機能の代替案を考え，最適な選択をす
る） 
8-2  調達における代替モデルの選別（内製と外注，単一，マルチベンダー体制など） 
8-3  合理的かつ統一的な調達方法論 
8-4  実績評価を含む IT契約管理モデル・方法（ベンチマーキング，出来高制など） 
8-5  IT調達のベストプラクティス 
＊8-6  供給計画と評価 
9.  電子政府と電子商取引 
9-1  e-政府・e-ビジネス・e-コマースの出現に伴うビジネス戦略上の課題と変化 
9-2  ウェブサイト構築戦略（アーキテクチャーとコンテンツ管理） 
9-3  コミュニケーション方法の業績標準と実践 
9-4  チャンネル（サプライチェーン）の問題 
9-5  機動的価格設定（無料と有料の線引きの仕方など） 
9-6  顧客・市民向け情報提供サービス 
9-7  社会的課題（個人情報保護，デジタルディバイドなど） 
10.  情報セキュリティ（情報保護） 
10-1  セキュリティの基本原則とベストプラクティス 
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10-2  情報システムの脅威とぜい弱性 
10-3  経営者とエンドユーザーに関する法的・政治的課題 
10-4  セキュリティ強化手法 
10-5  情報システムへの侵入や誤用に対応する標準手段 
＊＊10-6 情報公開 
＊＊10-7 SOX法に基づく組織内コンプライアンスの調整 
＊＊10-8  IT投資評価分析 
11.  EA 
11-1  EAの機能とガバナンス 
11-2  コアとなる EAの概念 
11-3  EAの発展と維持 
11-4  IT投資の意思決定における EAの利用 
11-5  EAモデルの理解や解釈 
11-6  データ管理（データ標準化，データマイニングなど） 
11-7  EAのための評価手法 
＊11-8  情報セキュリティの実行計画 
12.  技術 
12-1  先端技術 
12-2  情報配信技術（インターネット・イントラネット・キオスクなど） 
12-3  パソコン・ツールを習熟するための学習計画 
＊12-4  ユーザーの状況把握 
＊12-5  アクセシビリティやユーザビリティの基本原則 
＊13.  予測 
＊13-1  社会環境の把握 
＊13-2  社会変化の予測 
＊13-3  技術トレンドの予測 
＊13-4  日常業務において利用される技術習得 
注 1：＊ ＝経済産業省が追加した新規学習目標 
＊＝独自に筆者が追加した新規学習目標 





第 6回 日本における CIOの新潮流に関するアンケート（インタビュー調査） 
実施時期 随時 
調査概要 日本における CIO コア・コンピタンスの潮流や傾向を把握するために，
これまで筆者が参画して 2003 年から開催してきた CIO 国際会議（2003
年 10月 26－28日），グローバル e-ガバナンス国際会議（2006年 6月 26
－29日），CIO経営セミナー（2004年 2月 16日，7月 13日，2005年 6






CIO国際会議：2003年 10月 26－28日 
グローバル e-ガバナンス国際会議：2006年 6月 26－29日 
第 1回 CIO経営セミナー ：2004年 2月 16日 
第 2回 CIO経営セミナー ：2004年 7月 13日 
第 3回 CIO経営セミナー ：2005年 6月 14日 
CIOフォーラム：2006年 1月 19日 


















表 26 インタビュー対象者リスト 
Table 26 Interview List   
行政 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
総務省 CIO（官房長） 森 清 2005年 9月 
総務省 行政管理局局長 松田 隆利 2003年 10月
総務省 IT政策統括官 寺崎 明 2007年 3月 
総務省 行政管理局行政情報システム企画課
長 
田部 秀樹 2004年 2月 
総務省 情報通信政策局情報通信利用促進課
長 
飯島 信也 2004年 7月 
公正取引委員会 CIO補佐官 塩川 鎮雄 2004年 12月
経済産業省 CIO補佐官 野村 邦彦 2005年 6月 
経済産業省 商務情報政策局長 肥塚 雅博 2006年 9月 
高知県 CIO（国土交通省東京国道事務所長） 石川 雄章 2005年 6月 
岐阜県 知事公室参事 情報化推進担当 知地 孚昌 2005年 11月
三鷹市 情報政策コーディネーター 前田 隆正 2005年 9月 
横須賀市 市長兼 CIO 沢田 秀男 2004年 12月
企業 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
NEC 代表取締役副社長（現社長） 矢野 薫 2004年 12月
KDDI 代表取締役会長（元 CIO） 五十嵐 三津雄 2004年 10月
NTTデータ 副社長（元 CIO） 中村 直司 2004年 11月
損害保険ジャパン 常務執行役員（元 CIO） 望月 純 2006年 5月 
損害保険ジャパン 常務執行役員（元 CIO） 望月 純 2006年 9月 
トヨタ自動車 常務役員・CIO 天野 吉和 2006年 5月 
トヨタ自動車 常務役員・CIO 天野 吉和 2006年 9月 
トヨタ自動車 常務役員・CIO 天野 吉和 2007年 3月 
リコー 専務・CINO 遠藤 紘一 2005年 6月 
ソニー 副社長兼 CIO 堺 文亮 2005年 6月 
JR 東日本情報システ
ム 






森下 俊三 2003年 10月
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組織 役職 名前 実施年月 
セコム 取締役会長（日本 CIO 連絡協議会
顧問） 
木村 昌平 2006年 1月 
大成建設 CIO 木内 里美 2006年 9月 
大成建設 CIO 木内 里美 2007年 3月 
東京証券取引所 CIO 鈴木 義伯 2007年 3月 
東京証券取引所 CIO 鈴木 義伯 2007年 3月 
デンセイ・ラムダ 執行役員 SPS営業本部長 熊澤 壽 2005年 9月 
フューチャーシステ
ム・コンサルティング 
取締役副社長 碓井 誠 2005年 9月 
サン・マイクロシステ
ムズ 
政策推進営業開発本部本部長 中村 彰二朗 2005年 10月
ぐるなび 社長室室長 吉本 匡祐 2005年 12月
山崎文栄堂 代表取締役社長 山崎 登 2005年 11月
アルク 取締役インターネット事業部長 森田 正康 2005年 11月
ラストリゾート 情報システムグループ・チーフ 名取 和高 2005年 9月 
大阪ガス 理事・情報通信部長 平山 輝 2005年 10月
ケイブ 専務取締役兼 CIO 高畠 純一 2005年 10月
JFEスチール システム主監 菊川 裕幸 2005年 11月
デル インフォメーションテクノロジー本
部本部長 
高野 篤典 2005年 10月
東レ 情報システム部門長 重松 直 2005年 9月 
明豊ファシリティワ
ークス 
経営企画部 大島 和男 2005年 10月
ヤンセンファーマ 執行役員 CIO兼情報システム部長 須佐 秀男 2005年 9月 
アマナ 取締役 CIO 岩永 行博 2005年 12月
カブドットコム証券 システム統括部長 阿部 吉伸 2005年 9月 
マクロミル 取締役 CIO 柴田 聡 2005年 10月
アイスタイル 取締役 CIO 菅原 敬 2005年 10月
イーディーコントラ
イブ 
CIO兼取締役 松田 誠司 2005年 10月
インターネット総合
研究所 
CIO兼取締役 IX技術戦略担当 西野 大 2005年 11月
エルゴ・ブレインズ 取締役 CIO兼 CPO 田中 尚 2005年 12月
カカクコム 取締役 CTO 安田 幹広 2005年 12月
サイバーエージェン
ト 
新規開発局局長 宮塚 功 2005年 12月
イー・エンジン 代表取締役 植田 健治 2005年 12月
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組織 役職 名前 実施年月 
コスモタウン 代表取締役 ITコーディネーター 先織 久恒 2005年 10月
ライブスペック RFP
研究所 
代表取締役 木ノ下 勝郎 2005年 12月
共伸技研 村長 加藤 克典 2005年 9月 
ビッグ 代表取締役 村上 晶彦 2005年 10月
コロちゃん 経営企画室 IT課課長 伊藤 俊一朗 2005年 9月 
シャボン玉石けん 取締役副社長 森田 隼人 2005年 9月 
メ リ ー チ ョ コ レ ー
ト・カムパニー 
取締役社長室兼総務部長 石井 雅夫 2005年 10月
出光興産 執行役員情報システム部長 日比 省吾 2005年 10月
神戸製鋼所 IT企画室長 林 高弘 2005年 11月
東急建設 経営企画室課長 寺田 憲治 2005年 10月
東京全日空ホテル 副総支配人兼 IT推進室長 清田 甚 2005年 11月
日立テクノロジーズ 情報システム推進部 ERP 推進グル
ープ部長代理 
卜部 良基 2005年 12月
リーバイ･ストラウス
ジャパン 
情報システム統括部部長 畠山 勉 2005年 10月
キューピー 生産本部技術企画担当部長主席技術
員 
高山 勇 2005年 10月
麒麟麦酒 情報企画部部長代理 高藤 陽一 2005年 11月
共立メンテナンス 情報マネジメント部門取締役 竹本 泉 2005年 11月
ドトールコーヒー 情報システム部ネットワーク課課長
代理 





西村 茂 2005年 11月
その他 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 
日本 CIO協会 会長 真瀬 宏司 2006年 9月 
黒部市民病院 関節スポーツ科医長 今田 光一 2005年 9月 
学校法人成蹊学園 学園情報センター  白井 祐司 2005年 11月
日経 BP社 ガバメントテクノロジー編集長 土屋 泰一 2004年 2月 
日経 BP社 日経情報ストラテジー 多田 和市 2004年 2月 
メディアセレクト ITセレクト 2.0編集長 松岡 功 2004年 2月 
国際医療福祉大学 院長 開原 成允 2004年 10月
あずさ監査法人 代表社員 荒井 卓一 2005年 1月 
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海外 CIO 
組織 役職 名前 実施年月 

































インドネシア 情報通信大臣 ソフィヤン 2007年 4月 



















OECD 電子政府部長 エドウィン・ラウ 2003年 10月
資料；筆者作成 






行政 CIO，並びに行政 CIO 関係者へのインタビュー内容に基づき要因をまとめてい
る． 
 
総務省行政管理局局長 松田 隆利 
z 情報システム化は従来，あくまでコンピュータ専門家だけの観点から整備していた． 




総務省 CIO（官房長） 森 清 
z CIOの定義は難しい．CIOをどのように育成できるか，現場で経験を積み重ねるこ
とが大切である． 
z 官民人事交流の目標は IT業界での知識・経験の還元，日本全体の ITの促進するこ
とである． 













z 企業の競争力を高める IT 人材の育成は急務である．また，地域の情報化は地域の
発展を目指す上で重点課題であり，自治体の IT ガバナンスの向上を目指して CIO
や CIOスタッフを対象にした継続的な研修が求められる． 























総務省行政管理局行政情報システム企画課長 田部 秀樹 
z 行政 CIOの役割には二つの側面がある．ひとつは電子政府構築推進の責任者として







総務省情報通信政策局情報通信利用促進課長 飯島 信也 





z 自治体の CIOについても ITスキル標準のようなスキル標準を作ることが必要であ
る． 
 
公正取引委員会 CIO補佐官 塩川 鎮雄 
z 経営戦略に基づいて IT戦略を立案し，情報システムを構築する． 











経済産業省 CIO補佐官 野村 邦彦 
z 中央省庁における CIOは次官クラス，官房長クラスである． 
z 官房長は CIOをサポートする立場というのが現実的である． 
z 産業育成が描ける． 
 
経済産業省商務情報政策局長 肥塚 雅博2 





















































横須賀市市長兼 CIO 沢田 秀男 














NEC代表取締役副社長（現社長） 矢野 薫 
z 米国では，CEOの代役は CFO，その代役は CIOである．したがって，CIOに期待
されているのは，その会社の経営改革・改善といったことを IT という道具立てを
使いながら進めていくこと，そのためには当然会社の経営課題は何かということを























NTTデータ副社長（元 CIO） 中村 直司 
z 日本は，ITを導入し，どう経営に役立てるか，どのように活用していくか，という
考え方が弱い． 










損害保険ジャパン常務執行役員（CIO） 望月 純 























































リコー専務（CINO） 遠藤 紘一 

























JR東日本情報システム取締役会長（元 CIO） 結城 淳一 






















大成建設 CIO 木内 里美 
z 企業における CIOの役割は技術から経営に移り変わりつつある． 
z 最近では CIOの業務のほとんどが経営の領域になっている． 
z CIOにはリーダーシップも重要である． 
 













フューチャーシステム・コンサルティング取締役副社長 碓井 誠 
z コンビニ最大手のセブン－イレブンの POS システムを手がけ，世界で初めてとい
われる POS システムを利用した戦略的なマーチャンダイジングとマーケティング
を確立した． 






























z 社員全員が ITを駆使できるよう人材育成などを重視する． 
z 少なく積み重ねていく IT 投資にする．なぜなら大型投資は 1 度失敗しても捨てき
れない恐れがある． 
 







（株）ラストリゾート情報システムグループ・チーフ 名取 和高 
z 社内のセキュリティを強化する． 
z ベンダーの選択が大事である． 
z 社内の PCや使われ方など IT資源を一元管理，把握できるインフラ構築のプロジェ
クトである「IT資源管理プロジェクト」を第一歩として情報セキュリティの強化に
乗り出す． 





























z 最先端の IT活用を通じた業務改革によって，経営基盤のさらなる強化をめざす． 
 





JFEスチール（株）システム主監 菊川 裕幸 













z 経営の基本は定量化であり，定量化して迅速に実態を把握するために IT を活用す
る． 
 


























ヤンセンファーマ（株）執行役員 CIO兼情報システム部長 須佐 秀男 





z 部下にはアプリケーションの開発／運用→経営を学んでもらうことで IT と経営の
専門が分かる人材が育つ． 
z 情報セキュリティに対する社員への e-ラーニングを重視する． 
z ビジネスと ITが分かった上で変革に対する情熱を持つ事が CIOにとって大事であ
る． 
 




































z コラボレートする上で IT は十分な情報を与えてくれるが，商品やサービスに作り
手の思いがこもらない危険性もはらんでいる． 
 



















































































































































（株）日立テクノロジーズ情報システム推進部 ERP推進グループ部長代理  卜部 良
基 




z 基本的に ITは道具であり，いい道具も使いこなせなければ意味がない． 
z 社内全体のスキル不足，つまり ITスキルでなく，業務スキルが問題である． 
z システム構築には IT 部門ありきでなく，エンドユーザー部門の明確な目的意識の












































































































z CIO へのキャリアパスを含め，高度 IT 人材育成について，日本の企業では，社内




の垣根を越えた交流の場を提供し，世界で活躍できる次世代 CIO の育成および IT
スタッフのキャリア開発に資する活動をしていく．CIOサロンで，ある CIOが話し


































z ハードやソフトなどへの ITの細かい部分への理解はさほど必要ではない． 
z 成功の条件は①首長の理解があるか否か，②外部から来た人間が能力を発揮できる
環境が用意されているか否かである． 
z CIO もセキュリティに関する注意を払う．2003 年夏に大流行したブラスターの被
害額は 1週間の業務停止によって 10億円程度の損失となった．CIOは ITが及ぼす
インパクトを定量的に捉えるべきである． 
 
日経 BP社日経情報ストラテジー編集長 多田 和市 
z 2003年秋に実施した CIO調査で「社長が ITに関心がある企業ほど，利益率が改善
している」 










メディアセレクト ITセレクト 2.0編集長 松岡 功 
z 成功している企業は，CIO のほうが IT を理解し，情報システム部門長が経営的な
意識を持つ企業である． 
z 常に変化していることも重要である． 
















海外 CIO並びに CIO関係者へのインタビュー内容に基づき要点をまとめている． 
 
スイス工科大学 マーシャス・フィンガー 教授 
z CIOの役割は産業界の変遷，組織の変革，発展についての洞察を通じて，ｅ-ガバナ
ンスの進化を把握することである． 
z ガバナンスツールとしての IT が，変化やダイナミズムを牽引しているという認識
が必要である． 
 
米国 CIO学会会長 J.Pオーフレット ジョージ・メースン大学教授 
z CIOはビジョン，リーダーシップおよび管理能力が必要である． 
z ITの価値を組織内やステークホルダーに伝えていく必要がある． 
z 情報セキュリティ，医療の IT化などの面でも CIOは大きな役割を担っている． 
 
ASEAN・CIO学会会長 パイラッシュ 氏（NECTEC会長） 











第 7回 企業規模と CIO設置の相関関係調査 
企業規模などと CIO設置の相関関係と多変量解析に基づくコレスポンデンス検証し，専任
化の条件を明確にした．対象企業はこれまでにインタビューした企業（トヨタ，JR東日本，






表 27 日本版 CIOコア・コンピタンス並びに学習目標 
Table 27 CIO Core Competencies and Learning Objectives in Japan 
（１）政府，自治体の仕組み 
 1.1 行政のミッション，組織，機能，政策 
  ・行政学と行政改革 
  ・行政機関の役割 
  ・行政機関の組織構造 
  ・公務員制度 
  ・行政機関のミッションを反映した意思決定 
  ・行政機関のミッションと ITのミッションの関係 
  ・行政管理と行政評価 
  ・行政のアカウンタビリティ 
  ・審議会等の役割 
 1.2 大臣，事務次官，首長，CIOの機能および相互関係 
  ・行政機関の組織構造（再） 
  ・行政機関幹部の役割と機能 
  ・組織と意思決定構造 
  ・組織内の情報の流れ 
  ・組織文化と意思決定の関係 
  ・CIOの基本的役割 
  ・経営幹部と部門長の CIOの役割の２つの側面 
  ・CIO組織のあり方 
  ・CIOと官房業務との関係 
  ・CIOの有効性評価 
 1.3 法と規制 
  ・法や規制の概要 
  ・法律における ITの扱い 
  ・電子政府に関連する法律や制度 
  ・CIOの位置づけと関連する法律や制度 
  ・ITイニシアチブ作成のための関連法令制度 
  ・法律が電子政府に与えるインパクト 
  ・新規の法律や制度をフォローする仕組み 
  ・業績や法令遵守を評価する仕組み 
 1.4 政策形成プロセスと意志決定プロセス 
  ・政策形成プロセス 
  ・ITに関する戦略計画策定 
  ・ITに関する戦略計画から組織・プログラム戦略への展開 
  ・ITイニシアチブ作成のための関連法令制度（再） 
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  ・ITイニシアチブを策定するためのアプローチ 
  ・意思決定の手法とツール 
  ・意思決定アプローチ（再） 
  ・市民の声のインパクト 
 1.5 府省横断，自治体横断で行う政策およびプロセス 
  ・行政機関の役割(再) 
  ・行政機関の組織構造(再) 
  ・電子政府のための省庁間調整 
  ・府省と自治体の連携 
  ・法律の調整 
  ・新規の法律や制度をフォローする仕組み(再) 
 1.6 官民の役割分担 
  ・政策実施の必要性判断 
  ・特殊法人等，公益法人との役割分担 
  ・NPO，ボランティアとの役割分担 
  ・金融機関との協力関係 
  ・PFI 
  ・アウトソーシング，IDC，BPO 
 1.7 予算策定と執行 
  ・予算制度 
  ・予算策定プロセス 
  ・予算案評価 
  ・予算執行調査 
  ・会計検査 
  ・政策評価 
 1.8 行政機関におけるプライバシー 
  ・社会におけるプライバシー問題 
  ・プライバシーの定義 
  ・プライバシーに関する法律 
  ・情報公開におけるプライバシー 
  ・プライバシーに関する現行業務の分析 
  ・プライバシー・ポリシーに影響を与える各種要因 
  ・プライバシー関連システム 
  ・ITに起因するプライバシー問題 
  ・新技術による法的，社会的影響 
  ・利便性とプライバシーとのトレードオフ 
 1.9 行政機関におけるセキュリティ 
  ・社会におけるセキュリティ問題 
  ・セキュリティの定義 
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  ・セキュリティに関する法律 
  ・情報公開におけるセキュリティ 
  ・セキュリティに関する現行業務の分析 
  ・セキュリティ・ポリシーに影響を与える各種要因 
  ・セキュリティ関連システム 
  ・ITに起因するセキュリティ問題 
  ・新技術による法的，社会的影響 
  ・通商政策と ITセキュリティ 
  ・サイバー・テロ 
  ・電力など重要インフラ防衛との関連 
  ・利便性とセキュリティとのトレードオフ 
 1.10 情報管理，情報公開 
  ・情報管理ポリシーと情報公開ポリシー 
  ・情報公開に関する法律，制度 
  ・情報公開におけるプライバシー（再） 
  ・情報公開におけるセキュリティ（再） 
  ・技術が電子政府に与えるインパクト（再） 
  ・既存データの電子化 
  ・変更管理 
  ・情報の保管 
 1.11 コミュニケーション 
  ・コミュニケーションプロセスとスキル 
  ・メディア毎のコミュニケーション特性 
  ・ヒアリングとフィードバック 
  ・リアルコミュニケーションとネットコミュニケーション 
  ・活気ある組織の特徴 
（２）組織の管理と人材育成 
 2.1 組織設計と管理 
  ・省令や組織令 
  ・業務を適切に行うための組織設計コンセプト 
  ・組織構造とスタッフ配置 
  ・ニーズ把握，ギャップ分析，SWOT分析 
  ・組織に変更を与えるリーダーとしての役割 
  ・変更の必要性の評価 
  ・創造性を生み出す環境整備 
  ・組織ビジョン推進と組織コミュニケーションの向上 
  ・組織内に生じる摩擦と解決法 
  ・集団の行動と集団の中での個人の行動 
  ・モチベーションの重要性 
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  ・利害関係者の視点 
 2.2 幹部職員，CIOなど利害関係者の役割，能力，責任 
  ・リーダーシップの役割 
  ・経営とリーダーシップに必要なスキル 
  ・業務に強いリーダーと技術に強いリーダーの特徴と関係 
  ・CIOの役割とスキル 
  ・CIOスタッフの役割と責任 
 2.3 チーム作りと協力関係 
  ・チーム構築とパートナー提携のコンセプトと役割分担 
  ・チームに対する組織文化の影響 
  ・チーム構築アプローチ 
  ・チームでの業務推進プロセス 
  ・チームにおけるリーダーシップ 
  ・チームでの信頼感の醸成と権限の付与 
  ・チームメンバーの多様性と個人差 
  ・チーム参加による職員の成長 
  ・チームにおける様々な学習スタイル 
 2.4 IT管理に関する職員の専門性の強化 
  ・知的資産の重要性 
  ・職員能力の最大活用（人材資源管理） 
  ・組織構造とスタッフ配置（再） 
  ・スキル体系 
  ・キャリアパスの計画と評価 
  ・継続的な学習 
  ・様々な学習スタイル 
  ・人材開発・管理ツール 
 2.5 職員のコンピテンシの確認 
  ・業務の中での資格の役割 
  ・法律で規定された職員，有資格者 
  ・スキル体系（再） 
  ・ITの資格，認定 
  ・職員能力の最大活用（人材資源管理）（再） 
  ・業績査定プロセスへの反映 
 2.6 職員のパフォーマンス管理 
  ・業績管理の様々な手法 
  ・業績の自己評価 
  ・タイムリーな業績の反映 
  ・業績向上を促すスタッフ配置 
  ・個人の成長を促す業績管理の効果 
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 2.7   優秀な職員の確保 
  ・採用や雇用維持，業績改善のためのビジョン 
  ・奨励制度と表彰制度 
  ・キャリアパスの明確化 
  ・継続的な学習環境 
  ・信頼感向上へのアプローチ 
  ・モチベーションと業績向上の効果 
  ・性差，世代差による多様性の対応 
 2.8 ナレッジ・マネジメントの実践 
  ・知的資産の重要性（再） 
  ・ナレッジ・マネジメントの定義 
  ・データ，情報，知識，知恵の定義 
  ・CIOがナレッジ・マネジメントに果たす役割 
  ・戦略目標達成のためのナレッジ・マネジメント 
  ・ナレッジ・マネジメントを推進する政策，体制 
  ・ナレッジ・マネジメントと組織の文化 
  ・データや情報をナレッジに変換するプロセス 
  ・ナレッジ・マネジメントを実現するツール 
  ・ナレッジ・マネジメントに関する教育訓練 
  ・ナレッジ・マネジメントの評価 
（３）業務の管理と変更管理 
 3.1 業務手続の管理 
  ・業務手続の管理方法 
  ・ワークフローなど業務管理のための技術とツール 
  ・現在の業務と理想の業務のギャップ分析 
  ・業務の変更管理のためのシミュレーションの利用 
  ・業務に対する監査 
  ・業績などの指標 
 3.2 業務手続の変更管理 
  ・変更管理の役割 
  ・権限を持った変更と自発的な変更の違い 
  ・変更の必要性の評価 
  ・変更への抵抗とその対策 
  ・リスク評価と多面的視点からの評価 
  ・変更を準備するプロセス 
  ・変更の実装 
 3.3 業務の再構築 
  ・組織の業務改善と CIOのリーダーシップ 
  ・業務再構築（BPR）と業務改善（BPI）の定義 
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  ・BPR，BPIの成功要因 
  ・BPR，BPIに活用されるモデルと手法 
  ・BPR，BPIで出てくる問題 
  ・BPR，BPIのインパクト 
  ・ＡＢＣの活用 
 3.4 業務モデリングとシミュレーション 
  ・業務モデリングの方法 
  ・シミュレーションの方法 
  ・業務の変更管理のためのシミュレーションの利用（再） 
  ・業務目標と解決策へのアプローチ 
  ・モデリングとシミュレーションのツール 
  ・設計と開発のためのツール 
 3.5 情報管理 
  ・知的資産の重要性（再） 
  ・組織の持つ情報の重要性 
  ・情報の価値 
  ・情報の収集方法 
  ・情報の整理，分析，体系化 
  ・ナレッジ・マネジメントの定義（再） 
 3.6 品質管理 
  ・品質の様々な意味 
  ・業務における品質要素とその評価 
  ・顧客満足度のための品質の重要性 
  ・品質と組織文化 
  ・品質管理と業績管理の分離 
  ・品質改善にかかる CIOの責任 
  ・品質とコストのトレードオフ 
  ・品質に関する教育・訓練 
  ・サービスレベル管理 
 3.7 ベストプラクティスの収集と活用 
  ・ベストプラクティスの評価と活用 
  ・ビジネス・ケース分析 
  ・ケーススタディによる検証 
  ・行政機関と民間におけるビジネス・ケース分析の違い 
  ・継続的な学習 
   
（４）情報資源戦略および計画 
 4.1 情報技術の持つ可能性 
  ・情報技術による経営革新 
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  ・情報技術による業界構造の変革 
  ・情報技術の組織へのインパクト 
  ・情報技術の特徴 
  ・情報技術が行政経営に与える影響 
  ・今後１０年の技術変革予測とそのインパクト 
  ・情報サービスのユーティリティ化 
 4.2 情報技術の基礎 
  ・アーキテクチャー 
  ・OS 
  ・ハードウェア 
  ・ソフトウェア 
  ・ネットワーク 
  ・モバイル 
  ・オブジェクト指向技術 
  ・ソフトウェア構築技術 
  ・システム構成方式 
  ・サービス提供形態 
  ・最新技術動向 
  ・ベストプラクティスの評価と活用（再） 
 4.3 情報化状況の分析と情報化計画 
  ・ITシステムと上位施策との関係 
  ・IT戦略計画とプロジェクト／プログラムとの関係 
  ・ITアーキテクチャー 
  ・基準となるアーキテクチャーの評価 
  ・技術アーキテクチャーの利用 
  ・現状分析と評価 
  ・機能分析をもとにした ITによる解決候補の抽出 
  ・組織横断プロジェクトに関する判断基準 
  ・情報化計画策定プロセス 
  ・情報化計画の活動とタスクの定義 
  ・情報化計画におけるシミュレーションの有用性 
  ・組織設計への反映 
 4.4 情報資産管理 
  ・情報資産管理の対象 
  ・情報資産の分析方法 
  ・情報資産の管理方法 
  ・財務諸表のための情報資源（知的財産，システム等）の時価評価 
  ・コンフィグレーション管理の概要 
  ・コンフィグレーション管理の実装とツール 
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 4.5 情報システム管理 
  ・システム開発のライフサイクルとシステムのライフサイクル 
  ・システムのライフサイクルに適用される標準規格 
  ・SLCP 
  ・システムのライフサイクルコスト，利益，リスク，資源 
  ・ライフサイクルにおける評価 
  ・品質管理（ＳＰＩ，ＣＭＭ，ＩＳＯ等） 
  ・情報システムとソフトウェアの保証 
  ・セキュリティ 
  ・システム構成 
  ・コンフィグレーション管理の概要 
  ・コンフィグレーション管理の実装とツール 
 4.6 モニター手法と評価手法 
  ・プログラム／プロジェクト管理手法 
  ・ITのマイルストーンと組織構造 
  ・モニター基準の策定 
  ・IT技術要素の評価 
  ・EVM 
  ・プロジェクト管理のツール 
  ・IT資産管理ツール 
 4.7 緊急対策 
  ・情報システム停止時のインパクト 
  ・緊急事態の候補の検討 
  ・緊急対策計画 
  ・緊急対策の開発 
  ・緊急時に必要な資源の選定 
（５）パフォーマンス管理 
 5.1 パフォーマンス指標の定義と測定 
  ・戦略目標と業績評価 
  ・政策評価と業績評価 
  ・プロジェクトにおけるステークホルダーの定義 
  ・業績評価の情報源 
  ・業績評価のアプローチ 
  ・業績評価指標の定義と業績標準の活用 
  ・業績評価の可視化 
  ・各種ベンチマーク手法 
  ・バランスト・スコアカード 
  ・業績評価のフィードバック 
  ・サービス調達，パフォーマンス・ベース調達への展開 
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 5.2 業務の生み出す付加価値と利用者満足度の測定 
  ・プロジェクトにおけるステークホルダーの定義（再） 
  ・業務が生み出す付加価値の重要性 
  ・業務が生み出す付加価値の定義 
  ・非財務指標の評価と数値化 
  ・利用者満足度の測定 
 5.3 システム開発のモニタリングおよび測定 
  ・ITのマイルストーンと組織構造（再） 
  ・ライフサイクルを通じた評価アプローチ 
  ・基準の明確化・変更の管理 
  ・システムの成熟度 
  ・問題解決のためのコントロール方法 
  ・EVM（再） 
 5.4 情報収集とアンケート調査 
  ・情報収集フレームワーク 
  ・情報収集手法の強みと弱み 
  ・優れた調査手法の特徴 
  ・手法間の相互関係 
  ・アンケート手法 
  ・アンケートの作成 
  ・アンケートの分析 
  ・IT調査プロセスにおける管理者の役割 
 5.5 サービス・レベル・アグリーメント 
  ・サービスレベルによる契約 
  ・サービス・レベル・アグリーメント導入プロセス 
  ・パフォーマンスによる管理 
  ・パフォーマンスによる評価 
   
（６）プロジェクト/プログラム管理 
 6.1 プロジェクト/プログラム管理の概要 
  ・プロジェクト/プログラム管理の定義 
  ・プロジェクト/プログラム管理の委員会，組織の設立，運営 
  ・プロジェクト/プログラムの分類 
  ・プロジェクト/プログラムの範囲とその要素 
  ・外部プロジェクトとの統合・連携 
  ・プログラム，プロジェクト管理のライフサイクル 
  ・プロジェクトやプログラム管理ライフサイクルにおける責任 
  ・ITポートフォリオ 
  ・プロジェクトのライフサイクルコスト，スケジュール，業績管理 
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 6.2 プロジェクト目標/要求管理 
  ・プロジェクト要求とスコープ管理 
  ・プロジェクトの要求の正当化 
  ・プロジェクト資源の最大活用 
  ・プログラム全体に影響を与える要素 
  ・プログラムの脅威となるリスク 
  ・変更による潜在的プラス効果とマイナス効果 
  ・組織変更やプロジェクト変更 
  ・技術変化とユーザーニーズの反映 
  ・意思決定の手法とツール（再） 
 6.3 プロジェクト統合管理 
  ・複数プログラムの統合 
  ・プロジェクト統合の判断と実装 
  ・代替案作成時の発想の重要性 
  ・プロジェクト管理と業務管理の統合 
  ・ナレッジ・マネジメントの統合 
  ・電子コミュニケーションツールの統合 
 6.4 プロジェクトの時間/コスト/パフォーマンス管理 
  ・プログラム管理プロセスとベストプラクティスの重要性 
  ・プロジェクト管理計画における技術とツール 
  ・プロジェクト/プログラムの業績管理と方法論 
  ・基準の明確化と業績，資源，コスト，スケジュールの分析 
  ・財務管理の技術とツール 
  ・時間/コスト/パフォーマンスのトレードオフ 
 6.5 プロジェクト品質管理 
  ・品質の特徴 
  ・品質要求とそれを実現する方法論 
  ・システム品質向上のための手法（ＳＰＩ，ＣＭＭＩ） 
  ・ユーザーからのフィードバックを得るアプローチ 
  ・検証部分を独立させることによる利点 
 6.6 プロジェクト・リスク管理 
  ・リスクの定義 
  ・リスク管理，問題管理，危機管理の違い 
  ・プロジェクト管理でのリスク評価 
  ・リスク分類法 
  ・リスクの定量化評価 
  ・リスク削減プロセス 
  ・リスク監視・統制システム 
  ・システムにおけるリスク管理 
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  ・リスク管理プロセス 
 6.7 システム監査 
  ・システム監査方法 
  ・システム監査基準 
  ・システム監査のスケジュール 
 6.8 ソフトウェア管理 
  ・ソフトウェア仕様管理 
  ・ソフトウェア開発管理 
  ・ソフトウェア構成管理 
  ・ソフトウェア品質管理 
   
（７）投資評価  
 7.1 政策目標および予算策定と投資パフォーマンス 
  ・組織ミッションと予算の関係 
  ・重点予算イニシアチブの策定 
  ・IT投資モデルや手法 
  ・IT投資を分析する適切な手法 
  ・財務指標と非財務指標による評価の方法論 
  ・IT投資の評価アプローチ 
  ・IT投資評価のライフサイクル 
  ・バランスト・スコアカード（再） 
  ・アウトソーシング，再設計に対する IT投資評価の役割 
  ・ポートフォリオによるプロジェクトの統一した評価アプローチ 
  ・ITの戦略性・戦術性の評価 
 7.2 費用便益分析，経済性分析，リスク分析 
  ・費用便益分析，経済性分析，リスク分析方法 
  ・コスト，経済性データ，品質の評価 
  ・リスク評価における定性的アプローチ 
  ・定性的データの定量化 
  ・リスク調整 ROIの検討 
  ・投資の代替案による投資評価手法 
  ・代替案の評価と意思決定プロセス 
 7.3 投資リスク管理モデルおよび方法 
  ・投資リスク分析と投資リスク管理 
  ・投資に対するコストリスク，技術リスク，管理リスク 
  ・投資リスク管理の標準的手法 
  ・投資リスク管理のベストプラクティス 
  ・投資リスク管理モデルと手法の適用準備 
  ・投資リスクを多面的に評価するアプローチの開発・実施 
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 7.4 投資見直しプロセス 
  ・投資見直しプロセスの必要性と意思決定者 
  ・投資見直しプロセスにおける情報や評価ツール 
  ・投資見直しのアプローチ 
  ・投資見直しのスケジュール 
 7.5 ベストプラクティスの収集と活用 
  ・資本計画の策定と投資におけるベストプラクティス 
  ・ベストプラクティスの評価と活用（再） 
  ・ベストプラクティスを使ったベンチマーキング 
  ･ビジネス・ケース分析（再） 
  ・ケーススタディによる検証（再） 
  ・行政機関と民間におけるビジネス・ケース分析の違い（再） 
  ・継続的な学習（再） 
   
（８）調達   
 8.1 調達戦略の策定と変更 
  ・調達戦略と戦略計画，業績計画等の関係 
  ・調達理念の比較・評価 
  ・調達のライフサイクル 
  ・調達の方式（随意契約，競争入札） 
  ・ＷＴＯの仕組み 
  ・調達の体制 
  ・調達における CIOの役割 
  ・低価格入札など不公正取引の防止 
  ・コスト，スケジュールの策定と業績目標の利用 
 8.2 調達モデル 
  ・調達のライフサイクル（再） 
  ・調達の方式（随意契約，競争入札）（再） 
  ・調達の体制（再） 
  ・調達の設計プロセス 
  ・行政機関とベンダーとの契約関係 
  ・調達におけるプロセスや手法 
  ・事業目的から調達要求への展開 
  ・仕様書の作成 
  ・ＣＯＴＳ，ＧＯＴＳの使用 
  ・計画した調達と突発的な調達 
  ・調達における成功事例の評価 
  ・知的財産の扱い 
  ・ソフトウェアライセンスに対するポリシーの必要性 
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 8.3 見積と評価 
  ・評価体制の整備 
  ・見積もり手法 
  ・提案評価の体制 
  ・提案評価手法 
  ・異議申し立ての仕組み 
 8.4 合理的な調達手法（アウトソース，PFI，ASP等） 
  ・調達における様々な手法 
  ・アウトソース 
  ・PFI 
  ・ASP 
  ・調達における様々な手法に対する評価 
 8.5 過去の実績評価と落札決定後の契約管理 
  ・過去の実績の調達への反映 
  ・ベストプラクティスの作成 
  ・調達に関連するナレッジ・マネジメントと知識共有の定義 
  ・プログラム，プロジェクト管理のライフサイクル（再） 
  ・プロジェクトやプログラム管理のライフサイクルにおける責任（再） 
  ・プロジェクトのライフサイクルコスト，スケジュール，業績管理（再） 
  ・プロジェクト/プログラム管理の委員会，組織の設立，運営（再） 
 8.6 行政機関横断的に行う調達の計画と評価 
  ・共通化業務選定プロセス 
  ・共同調達のライフサイクル 
  ・共同調達のための設備の整備 
  ・共同調達における責任 
  ・共同調達における知的財産権の扱い 
  ・共同調達における資金分担 
  ・脱退，追加参加の扱い 
  ・規制によるインパクトの評価 
  ・共有ソリューションの明確化 
   
（９）電子政府/eビジネス/電子商取引に関する動向 
 9.1 電子政府/eビジネス/電子商取引による影響 
  ・市民の視点の重要性 
  ・電子政府・電子商取引による外部・内部環境変化 
  ・電子政府に対する要求とミッション，資本計画 
  ・電子政府のビジョンを実現する戦略策定 
  ・電子政府イニシアチブを支援するベストプラクティス 
  ・電子政府サービスの代替案 
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  ・電子政府プロジェクトの開発 
  ・電子政府による潜在的インパクト 
  ・電子政府のためのタイムフレームと技術 
 9.2 ウェブサービス戦略 
  ・電子政府実現のためのウェブ技術のインパクト 
  ・ウェブサービスによる戦略実現 
  ・ウェブベースサービスにおける組織へのインパクト 
  ・ウェブ開発の問題点 
  ・ウェブコンテンツの管理アプローチ 
  ・共通インフラにおける各府省のアプローチ比較 
  ・プライバシーとセキュリティ及びアクセシビリティ 
  ・ブラウザベースアプリケーションとクライアントベースアプリケーション 
  ・携帯電話などのモバイルサービス 
 9.3 相互運用性のための業界標準および情報流通手段サプライ・チェーン 
  ・電子政府における相互運用性 
  ・民間との相互運用性 
  ・業界標準 
  ・電子政府・電子商取引における情報流通とサプライ・チェーン 
  ・情報流通の最適化 
  ・サプライ・チェーン 
  ・流通経路の変更と拡大 
 9.4 変動型価格決定のメカニズム（オークション，逆オークション） 
  ・変動型価格取引の様々な手法 
  ・変動型価格取引のベストプラックティス 
  ・変動型価格取引の法的問題 
  ・払い下げ物品への活用 
 9.5 市民向け情報サービス 
  ・電子政府における市場調査の重要性 
  ・電子政府への消費者ニーズの理解 
  ・ポータルサイト 
  ・プッシュ型情報サービス 
  ・相談コーナーなど既存のＣＲＭモデル 
  ・民間セクターにおけるＣＲＭ 
  ・政府の電子サービスのメリット・デメリット 
  ・デジタル・デバイド解消のための代替法 
  ・プライバシーとセキュリティ及びアクセシビリティ（再） 
  ・電子決済，電子認証サービス 
  ・デジタルテレビのインパクト 
（１０）エンタプライズ・アーキテクチャー 
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 10.1 エンタプライズ・アーキテクチャーを使った行政経営 
  ・アーキテクチャー構築の必要性 
  ・アーキテクチャーの多次元性と時間超越性 
  ・政府のアーキテクチャーとガイダンスの必要性 
  ・アーキテクチャーの分類 
  ・現行のエンタプライズ・アーキテクチャーの主要要素 
  ・他アーキテクチャーとの比較 
  ・EAフレームワーク基づく IT活用ソリューションの実施 
  ・セキュリティの必要性 
 10.2 エンタプライズ・アーキテクチャーのモデルと構成物 
  ・アーキテクチャーの分類（再） 
  ・現行のエンタプライズ・アーキテクチャーの主要要素（再） 
  ・他アーキテクチャーとの比較（再） 
  ・新規アーキテクチャーと既存インフラとの統合 
  ・要求定義の重要性 
  ・EAを構成するモデリング手法 
  ・モデリングツールのメリット，デメリット 
  ・新規開発，サービス購入，再利用かの意思決定 
 10.3 情報管理とデータ管理 
  ・情報管理とデータ管理 
  ・情報分析，データ分析の手法 
  ・データ管理の特性 
  ・データの相互運用性とデータ標準化 
  ・データの信頼性と正当性 
  ・データ管理のコンセプトや技術の新旧比較 
  ・データのコスト，価値，品質の評価 
 10.4 技術管理 
  ・技術のアーキテクチャー 
  ・情報技術ニーズの分析 
  ・情報技術の傾向 
  ・情報技術の推移計画 
  ・先進的技術と既存技術のリスク管理アプローチ 
  ・ミッション実現のための代替法の検討 
  ・最先端技術の組織別分類 
  ・新技術とその評価 
  ・民間既製品の利用可能性 
 10.5 開発と維持管理 
  ・EAを発展させるプロセス 
  ・EA管理組織 
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  ・EAにおける CIOの役割 
  ・EA規格外の活動の承認プロセス 
  ・組織教育と個人教育 
  ・教育計画と効果測定 
  ・モラル問題と知的財産問題 
  ・コミュニケーション手段別のメリット，デメリット 
  ・メディア選択と公共ポリシー 
 10.6 意思決定における EAの利用 
  ・重複投資の防止 
  ・システムやソフトウェアの再利用 
  ・ベストプラクティスの活用 
  ・変更管理の重要性 
 10.7 エンタプライズ・アーキテクチャーのためのパフォーマンス測定 
  ・パフォーマンス体系の整備 
  ・パフォーマンス測定手法 
  ・パフォーマンス指標の評価 
  ・定性的パフォーマンスの定量化（再） 
   
（１１）情報セキュリティと情報保全 
 11.1 情報セキュリティと情報保全に対する基本原則 
  ・情報セキュリティ情報保全の定義とその重要性 
  ・組織文化やミッションの重要性 
  ・セキュリティに関する重要事項の定義 
  ・情報保全のための戦略提携とアウトソーシング 
  ・迅速で順応性のある情報保全体制 
  ・セキュリティ基準の実装評価 
  ・情報保全の制度と CIOの役割 
  ・リスク管理計画 
  ・リスク管理と組織の責任問題 
  ・情報保全普及のための教育計画 
 11.2 情報セキュリティの実装計画 
  ・情報保全の原則を実装するアプローチ 
  ・情報セキュリティや情報保全のベストプラクティス 
  ・脅威に対する基準確立と組織整備 
  ・迅速で順応性のある情報保全体制（再） 
  ・情報保全における人的要因（再） 
  ・IT固有のリスクに対する緊急時計画 
 11.3 セキュリティに関する法や制度 
  ・セキュリティに関する法や規制の概要 
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  ・セキュリティに関するガイドライン 
  ・侵入の法的解釈と法の執行機関 
  ・新規の法律や制度をフォローアップする仕組み（再） 
 11.4 情報システムへの脅威と脆弱性 
  ・情報システムへの脅威 
  ・情報セキュリティや情報保全の欠陥が引き起こすインパクト 
  ・ソフトウェアへの脅威と脆弱性 
  ・ハードウェアとアーキテクチャーへの脅威と脆弱性 
  ・脆弱性のあるアーキテクチャーにおける費用便益 
  ・情報化に伴う犯罪 
  ・情報セキュリティと情報保全における人的要因 
  ・IT固有のリスクに対する緊急時計画（再） 
  ・バックドアの仕組み 
 11.5 情報セキュリティ確保のための選択肢 
  ・セキュリティ技術 
  ・セキュリティ評価ツール 
  ・情報保全のための手法とポリシーの確立 
  ・侵入の検知と報告のポリシー策定 
  ・緊急対策計画（再） 
  ・情報セキュリティサービスの活用 
  ・情報保全問題を解決するためのワークフローの活用 
 11.6 情報システムへの侵入と誤操作に対する標準運用手順 
  ・侵入の検知と報告のポリシー策定（再） 
  ・脅威レベルと対応方法の仕様の整備と評価 
  ・侵入及び誤動作の通知ポリシー 
  ・侵入の法的解釈と法の執行機関（再） 
  ・復元方法と復元時のポリシー 
  ・誤動作時のポリシーと CIOの役割 
  ・学習の機会とフィードバックプロセス 
   
（１２）アクセシビリティとユーザビリティ 
 12.1 利用者の状況把握 
  ・対象者の現状と特徴 
  ・利用者調査の方法 
  ・高齢者・障害者の IT利用 
  ・障害者法定雇用率 
 12.2 アクセシビリティ／ユーザビリティの基本原則 
  ・デジタル・デバイドの定義 
  ・デジタル・デバイド解消のための代替法 
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  ・交通インフラでの取り組み 
  ・アクセシビリティに関する制度・ガイド 
  ・アクセシビリティに関する問題点 
  ・ベストプラクティス 
 12.3 アクセシビリティ確保のための選択肢 
  ・IT利用の支援制度 
  ・IT利用支援ツール 
   
（１３）社会環境と技術 
 13.1 社会環境の把握 
  ・人口の現状と展望 
  ・環境問題の現状と展望 
  ・国際化の影響 
  ・情報技術により解決が期待される社会問題 
  ・社会問題解決に向けた CIOの役割 
  ・社会問題に関係する法律と規制 
 13.2 社会予測の方向 
  ・社会予測関連情報の入手 
  ・社会予測の手法 
  ・社会予測の評価 
 13.3 技術トレンドの予測 
  ・技術予測関連情報の入手 
  ・技術予測の手法 
  ・技術予測の評価 
  ・最近開発された技術と開発中の技術 
  ・新技術が業務へ与える影響 
  ・ITのライフサイクル管理 
 13.4 日常業務で使用する技術 
  ・業務用ツールの種類 
  ・OAツールの種類 
  ・デスクトップ技術の習得環境 
  ・研修委託の影響，費用便益，生産性 
資料；経済産業省発表による日本版コア・コンピタンス／学習目標 
 
                                                  
1経済産業省（2004）「CIO育成のためのコア・コンピタンスと学習項目の調査研究」 
商務情報政策局情報政策課 http://www.meti.go.jp/policy/it_policy/ea/data/report/r5/ 
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NECTEC（国家電子コンピューター庁）をはじめ，米国国際 CIO 学会会長 J.P オーフ
レッド教授，タイ NECTECパイラッシュ会長（タイ国際 CIO学会会長並びに世界 CIO
学会連合会会長），スイス工科大学フィンガー教授，台湾元智大学ツェン教授，フィリピ
ンラサール大学マグノ教授，バンドン工科大学スホノ教授，その他各国 CIOに関わる多
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最後になりましたが，本研究の遂行にあたり，温かく見守り続けてくれた家族に感謝
の意を込め，謝辞の結びとさせて頂きます． 
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